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編集方針
本レポートは、旭化成ホームズ株式会社および関連会
社のサステナビリティ方針に基づく活動等について、
ステークホルダーの皆様に広くご理解いただくことを
目的としています。
報告テーマの選定にあたっては、当社が設定している

「マテリアリティ」を前提としています。

参考とするガイドライン等
□環境省「環境報告ガイドライン2018」
□ISO26000：2010   □GRIスタンダード

対象期間 2022年度（2022年4月～2023年3月）
なお定性的な情報に関しては、2023年4月～7月の情
報についても一部掲載しています。

想定している読者対象
お客様・お取引先・地域社会・行政・社員・NGO・
NPOなどステークホルダーの皆様

対象報告範囲
旭化成ホームズグループ全体について報告しています。

 2 Introduction
 4 旭化成ホームズグループの歩み
 6 Top Message
 10 特集
 サステナビリティ活動の推進とマテリアリティ
 サステナビリティ座談会

 16 With Customer
 17 商品開発
 18 安全・安心な街づくり
 21 社会動向を俯瞰した知的財産の有効活用

 22 With Environment
 23 気候変動への対応
 26 循環型社会への取り組み
 27 生物多様性の保全

 28 With Employee
 29 ダイバーシティと人権
 32 労働安全衛生
 34 人財育成
 36 品質管理の体制

 38 Our Integrity
 39 コーポレート・ガバナンス
 40 サプライチェーンマネジメント
 42 コンプライアンス・リスクマネジメント
 43 情報セキュリティ
 44 社会貢献活動

 46 第三者意見報告書
 48 社外からの評価
 49 旭化成ホームズグループ概要

WEBサイトについて 
右記二次元バーコード（または下記URL）より、WEBサイトも
ご覧いただけます。併せてご覧ください。
http://www.asahi-kasei.co.jp/j-koho/
sustainable/index.html/

お問い合わせ先
旭化成ホームズ株式会社 サステナビリティ企画推進部
〒101-8101　東京都千代田区神田神保町一丁目105番地　神保町三井ビルディング
FAX.03-6899-3440
お問い合わせ専用メールアドレス：ah-susrep@om.asahi-kasei.co.jp

旭化成ホームズ株式会社
旭化成不動産レジデンス株式会社
旭化成リフォーム株式会社
旭化成住工株式会社
旭化成住宅建設株式会社
AJEX株式会社
旭化成ホームズフィナンシャル株式会社
旭化成ライフライン株式会社
旭化成設計株式会社

旭化成ホームズ少額短期保険株式会社
リーシュライフケア株式会社
旭化成不動産コミュニティ株式会社
旭化成不動産サポート株式会社
旭化成住工ベトナム有限責任会社（AJV）
NXT Building Group
Synergos Companies
台灣旭化成都市開發股份有限公司

旭化成ホームズグループ会社I n d e x

旭化成ホームズグループ
Vision for 2030旭化成グループ理念体系

旭化成グループの普遍的な存在意義である「ミッション」と、
その追求の過程における基本的姿勢である「グループバリュー」をもとに、

旭化成ホームズグループとして中長期で目指す姿を「Vision for 2030」と定めました。

For Society
社会課題に真正⾯から取り組む

「環境貢献の
リーディングカンパニー」
お客さまから、社会から必要とされる
Essential Companyへ

For Employee
社員⼀⼈⼀⼈が働く事に誇りと
喜びを感じられる会社に。
働く人が輝く
Happiness CompanyへFor Customer

提供したいのは「住まい」ではなく、
最⾼の⼈⽣。
住まいを創る会社から、人生を創る
Life Design Companyへ

   Essential
Company

Happiness

Company 
Life Design
Company

グループミッション
私たち旭化成グループは、世界の人びとの“いのち”と“くらし”に貢献します。

グループビジョン
「健康で快適な生活」と「環境との共生」の実現を通して、社会に新たな価値を提供していきます。

グループバリュー
「誠実」誰に対しても誠実であること。

「挑戦」果敢に挑戦し、自らも変化し続けること。
「創造」結束と融合を通じて、新たな価値を創造すること。

グループスローガン
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1975年
「ヘーベルハウス
二世帯シリーズ」発売

1999年
中古住宅の流通事業化

「ストックヘーベルハウス」
事業の開始

2005年
シニア向け安⼼賃貸住宅

「ヘーベルVillage」販売開始

2007年
30年耐用外壁吹付

「ロングライフ
コート」導入

2011年
「マンション建替え研究所」
設立

2012年
⼦育て共感賃貸住宅

「ヘーベルメゾン⺟⼒」
販売開始

1989年
「共働き家族研究所」
開設

1983年
集合住宅

「ヘーベルメゾン」
販売開始

1985年
業界初の

「重量鉄骨ラーメン構造」
の工業化住宅を実現

2000年
ペット共⽣住宅

「ヘーベルハウスプラスわん・
プラスにゃん」販売開始

2019年
「60年無料点検システム」
導入

2018年
電⼒供給サービス

「ヘーベル電気」提供開始

凡例

■海外事業部門
■リフォーム部門
■不動産関連部門
■建築請負部門

1994年
21世紀住宅研究会

「良質な住宅ストック
形成のための提言」の
発表

時代のニーズを先取り、
LONGLIFE実現へ挑戦

旭化成ホームズグループの歩み

旭化成ホームズグループは、創業当時より世代を超えて住み継がれる
上質で長持ちする住宅を提供し続けてきました。

50年の歩みの中では、時代のニーズを先取りした研究開発を行い、
LONGLIFEな商品・サービスの提供を行ってきました。

いのちを守り、くらしを豊かにし、人⽣を支える、LONGLIFEの実現が
サステナブルな社会の実現につながると考え、これからもお客様と共に歩み続けます。

1972年  
旭化成ホームズ（株）
創業

「上質で長持ちする工業化住宅」の提供を目
指し、鉄骨、ヘーベル、連続布基礎による構法
を採用した戸建住宅「ヘーベルハウス」を販売
開始。

1981年  
都市型⾼性能3階住宅
販売開始

工業化3階建て認定第一号を取得。都市環
境における効率の高い敷地利用を実現。

1998年 
「ロングライフ住宅の実現」の
宣言

地球環境保全や少子高齢化などを背景とした
社会ニーズに応えていくため、事業戦略ビジョ
ンとして「ロングライフ住宅の実現」を宣言。

2003年  
工業化3階建住宅初の「制震構造

（極低降伏点鋼）」大臣認定取得

工業化3階建て住宅に初めて制震構造を導入
し、その後、標準仕様化。ロングライフ住宅
に求められる柔軟なプラン対応と耐震強度の
両立を実現。

2005年  
同潤会江⼾川アパート建替え事業

「アトラス江⼾川アパートメント」竣工

区分所有者との個別面談や専任の高齢者サ
ポート担当の配置等の活動を進め、過去 30 
年以上にわたって合意形成に至らなかった建
替えを等価交換手法で実現。

2019年  
「RE100」に加盟 
国⼟強靭化貢献団体認証

「レジリエンス認証」取得

気候変動対策としての脱炭素社会の実現と、
持続可能な都市のくらしに必要なエネルギー
シェアを将来的に目指すため、「RE100」へ加
盟・活動。また、「災害対応ガイドライン」の
策定、災害に強いまちづくりの取り組みなど
が評価され、「レジリエンス認証」取得。
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設立50周年という大きな節目を越えて、
社員一人一人の成長を原動力に

社会から必要とされる
Essential Companyを目指します

安定した成長の根底には、創業当時からの想いがある
2022年度は、旭化成ホームズにとって設立50周年、旭

化成グループとしても100周年という、大きな節目となり
ました。改めて50年を振り返ってみますと、昭和から平成、
令和と時代が移り変わるとともに、事業環境やお客様のニ
ーズも絶えず変化する中で、業績・事業規模ともに順調に
成長を続けてきました。

その大きな要因としては、事業領域の拡大が挙げられま
す。1972年に誕生した当初はヘーベルハウスだけでした
が、そこからへーベルメゾン、リフォーム、不動産、さらには
インフラサービスなど、住まいを軸にビジネスを拡大してき
ました。近年では海外での事業展開も進めており、それらが
積み重なった結果、当期は過去最高の業績を挙げることが
でき、非常によい50周年を迎えられたと思います。

こうした成長の根底には、当社を立ち上げた先輩方の

「日本の住宅を吾等の力で向上させる 」という想いととも
に、「素材メーカーならではの住宅づくりを目指す」という
創業当時からの方針がありました。その当時、日本の住宅
の品質の水準は今ほど高くありませんでした。そうした中
で、素材メーカーならではの質の良い住宅を提供すること
で、お客様一人一人の幸せを支えていこうという考え方こ
そ、住宅メーカーとして後発である当社の参入意義であり、
競争力の源泉でした。

加えて、「事業は人なり」という現在に続く考え方を、創
業当時からしっかりと持っていたことも大きな要因でしょ
う。50年の間にはさまざまな問題・課題がありましたが、
それらを乗り越えてこられたのは、社員一人一人の努力と
成長があったからこそです。それは今後も当社の成長を支
えてくれる財産だと思っています。

予測を超える環境変化に対応するために
2022年度は、「Challenge ＆ New Growth」を基本

方針とする新たな中期経営計画の初年度にあたります。こ
の計画は、2030年にありたい姿「Vision for 2030」を描
き、その実現に向けて何が必要かをバックキャスティングし
ながら策定したもので、第1ステップとして「2025年に売
上高1兆円」の達成に向けた経営戦略を推進していきます。

策定にあたっては、前中計の3年間で得た「学び」を活か
しました。それは、社会の変化は予測できないものがある
ので、自分たちの強みをしっかりと磨き、どんな事態が生
じても素早く対応することが大切だということです。

振り返ってみれば、前中計を策定した2018年には、コロ
ナ禍による営業活動の変化も、資材価格の高騰も、まった
く想像できていませんでした。そうした中でも成長を維持
できたのは、これまで強みとしてきた展示場受注とは別の
営業手法を強化したり、より大型化、高付加価値化へと商
品のポジショニングを拡大したりと、各部門がその都度、

環境変化に対応するための工夫を凝らした結果だと言える
でしょう。

新中計がスタートした2022年度は、コロナ禍が落ち着きを
見せる中で、この数年間の対策を、あるものは加速させ、ある
ものはハイブリッド化するという一年でした。単にコロナ禍
以前に戻すというのでなく、コロナ禍で培ったICT※の利点を
活かしつつ、リアルの良さも融合させていくという考えです。

当社に限らず、社会全体に言えることですが、コロナ禍で
最も大きく変化したのは“働き方”でしょう。仕事はオフィ
スに出勤してするもの、という前提が崩れ、「どこで、どれだ
け働くか」ではなく、「どれだけ価値を生み出すか」が問われ
るという、大きな価値観の転換が生じています。社員はも
ちろん、社員の育成や評価という点においてマネージャー
や私たち経営層にも意識改革が求められていることをしっ
かり認識して、社員の価値を引き出し、その価値をお客様や
社会に提供していける仕組みづくりに取り組んでいきます。

To p  M e s s a g e

代表取締役社長

川畑 文俊
Fumitoshi  Kawabata

※ ICT：「Information and Communication Technology」の略  
通信技術を活用したコミュニケーション
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時代を先取りしていたサステナビリティへの取り組み
新中計でも、引き続き持続可能な社会づくりに向けた施

策を展開していきます。冒頭で50周年について述べまし
たが、当社はまだ「サステナブル」という言葉が一般的でな
かった設立当初から、「ロングライフ住宅」というサステナ
ブルな住宅を社会に提案してきました。
「2、3回建て替えないと本当に良い家はできない」など言

われていた時代にあって、「頑丈で長持ちする家づくりをし
て、そこに住む人をしっかりとサポートしながら、安心し
て住み続けていただくのがヘーベルハウス」という考えは、
今の時代にこそ求められるものではないでしょうか。この
考えを50年も前に提唱し、実践してきた先輩方の凄さを改
めて感じるとともに、当社のDNAとして、しっかりと受け
継いでいきたいと思います。

こうした歴史を踏まえつつ、近年、改めてサステナビ
リティ経営に取り組んでいる背景には、お客様や銀行・
投資家の皆様の社会課題に対する意識の高まりなどが

あります。それらとともに、大切にしているのが「社員
の気持ち」です。自分たちの提案・提供する住まいが、
環境負荷の軽減や災害に強い街づくりにつながるなど、
事業を通じて、お客様と共に社会課題の解決に貢献し
ていると実感できることが、仕事に対する大きなモチ
ベーションとなります。ただ売上を伸ばすために働く
のでなく、そうした“私たちの存在意義”を持って働く
ことが、一人一人の、そして会社全体の成長を後押しす
るはずです。

実際、当社グループは2022年度からサステナビリティ
の取り組みをリソースや体制も含めて大きく変革させてき
ましたが、その大きなきっかけとなったのは、これまでそ
うした分野に携わってきた社員からの提案でした。社員が
それぞれの仕事に誇りを持ち、自分たちの意思でサステナ
ブルな取り組みを推進していることを、経営者として誇り
に思っています。

4つのテーマからなるマテリアリティを策定
旭化成グループでは、2017年度に、重点的に取り組むべ

き重要課題・テーマを「旭化成グループのマテリアリティ」
として特定しました。当社でも2022年度に新設したサス
テナビリティ委員会において重要課題の検討を行い、

「 With Customer 」「 With Environment 」「 With 
Employee」そして「Our Integrity」という4テーマか
らなるマテリアリティを策定しました。

詳細は特集ページ（P11参照）をご覧いただくとして、
経営者としての現状認識を語るとすれば、最も先行してい
るのがWith Customerで、お客様の環境ニーズに応え
る形で、With Environmentも一体となって進展してい
るという状況です。

象徴的な取り組みに、当社事業の「ヘーベル電気」が、
ヘーベルハウスやヘーベルメゾンの屋根で太陽光発電し
た余剰電力を買い取るサービスがあります。これは、
LONGLIFEなサービスをお客様に提供し続けるために
始めたものですが、10年のFIT（国の固定価格買取制度）
期間を満了した後のお客様からも、想定以上の電力買取
の契約をいただき、お陰様でRE100を目標より前倒しで
達成できる見込みです。この結果は、私たちが思ってい
た以上に、お客様が当社に期待してくれている証であり、
お客様と一緒になって環境負荷軽減を進めているという
意味で、With CustomerとWith Environmentは
連動していると感じています。

With Employeeについては、先述した2つと比較し
て、取り組みをより加速させる必要があると感じています。
お客様の満足も、環境への配慮も、社員の活躍があってこ
そですので、これら3つを同じ重さでとらえています。創
業時から「人財の成長＝事業の成長」と言い続けてきたよ
うに、人財には最も注力してきた会社ですので、その風土
をしっかりと根付かせていきたいと思っています。

そこで重視しているのが、社員一人一人の人間力を高め
ること。当社の価値創出の源泉は「人」なので、社員の人間
力を高めることが、お客様に提供する価値を高め、企業価
値を高めることに直結します。ですからDX推進、フリー
アドレス化などオフィスの環境整備も、一時的なものでは
なく、長期的な社員の成長を支援する目的で投資をしてき
ました。生産性向上や組織間の連携強化、能力を発揮でき
る働き方のデザインなどに社員が自主的・積極的に取り組
むことで強い個人と強い組織がつくられると考えていま
す。社員・組織が成長することで、お客様により良い価値
を提供し、お客様に感謝されることで社員のモチベーショ
ン向上と組織の活性化につながる、という好循環が生まれ
ることを期待しています。

また、社員と組織の活性化の土台として、ダイバーシテ
ィ・エクイティ＆インクルージョン推進の取り組みも加速
させたいと考えています。特に女性が活躍できる環境づく
りは、私を含めて古い世代こそ意識改革が必要だと認識し
ています。社員の声を聞きながら、制度の充実だけではな
く、多様性についての理解浸透や管理職登用に関する意識

改革など、価値観をアップグレードしながら時代に即した
新しい企業文化を醸成していきたいと思っています。

最後のOur Integrityには、「誠実」「真摯」といった意味
があり、具体的にはコンプライアンスや情報セキュリティ、
社会貢献などの取り組みを指します。これらは事業を行う
上での大前提であり、３つのマテリアリティのテーマの基
盤となります。

社会課題は日々変化するものですが、いかなるときにも
重要であるのは誠実に事業を継続することだと考えます。
事業領域やサプライチェーンが拡大していく中でも、創業
から脈々と受け継がれてきた誠実さ・真摯さを盤石なもの
にしていくため、今回改めて、Our Integrityをマテリア
リティに掲げました。

社会から必要とされるEssential Companyに向けて
50周年という節目を迎え、新たな一歩を踏み出すにあた

り、当社が目指すありたい姿が、「お客様や社会、社員にと
って真に価値のある会社、Essential Company」です。
私たちが目指すのは一流企業として認められることではな
く、世の中から必要とされる会社。「この会社がなかったら
困る」とお客様や業界、社会から思っていただけるような会
社であり続けたいと思っています。

日々、ステークホルダーの皆様のいのち・くらし・人生
に寄り添い、地道に社会を支え続けていきます。

そうした企業を目指すにあたっては、財務だけでなく非
財務での取り組みも重要になります。当社を財務面で見れ
ば、良好な状態を続けています。こうした体質を維持しな

がら、さらなる成長を続けていくためには、やはり人への
投資が欠かせません。人財レベルをもう一段階上げられる
よう、スキルアップやコミュニケーション活性化の仕組み
づくりや環境を構築するとともに、「社員が成長するための
投資を惜しまない」というメッセージを社員に送り続ける
ことで、社員自らが常に自己の成長と組織の活性化に目を
向け、誰でもいつでも声を上げられるような企業文化を育
んでいきます。

社員一人一人が自身の価値を高めて、お客様や社会への
貢献度を高めていく。そうした積み重ねによって、私たち
の考えるEssential Companyへと近づいていけるでし
ょう。

To p  M e s s a g e
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旭化成ホームズグループにとっての重要性

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
性

サステナビリティ方針

「永く愛され続ける企業へ」

特 集

私たちは、時代のニーズを的確にとらえ研究し、新しいくらしや住まいを提案し続けてきました。その中で生まれた「LONGLIFE」と
いう言葉は、事業活動や関わる人々すべてが永続的に幸福であることを表しています。私たちは、お客様へ商品・サービスを通じて快
適な生活を将来にわたって約束することおよび、それらを生む当社やバリューチェーン全体の関係者の期待に応え、信頼される存在で
ありたいと願っています。私たちは、人びとに必要とされ、感謝され、愛され続ける企業を目指します。

サステナビリティ推進体制
サステナビリティ委員会は、サステナビリティにかかわる方針
を決定する機能を持ち、小委員会、分科会ではそれに基づい
て提案、提言、具体的な取り組みを推進・実行します。
取締役会、経営会議では、サステナビリティ委員会での決定
事項や活動進捗の報告、非財務における経営戦略上重要だと
考えられる事項の承認を実施します。

サステナビリティ委員会
メンバー	 代表取締役、専務執行役員、各委員⻑、外部有識者
頻度	 ２回/年

分科会
メンバー	 関連部場部⻑格
頻度	 6回/年

取締役会 経営会議

事業を通じた社会的価値の
創出（新たな価値の創出）
「LONGLIFE」を軸とした“いのち”“くらし”“人
生”に関わるさまざまな商品やサービスを通じ
て、人びとの安全・安心を守り、環境への配慮
を行い持続可能な社会の形成に貢献します。

1

環境への配慮
事業活動において環境に対する負荷を軽減
するとともに、自然との共生を実現するため
の活動を積極的に進め、次世代に豊かな地
球環境を引き継ぎます。

4

人権の尊重
バリューチェーン全体におけるステークホル
ダーの全ての皆さまの人権を尊重し、あらゆ
る差別を認めません。

3

社会とのコミュニケーション
促進と協働
情報開示を含む社会とのコミュニケーション
を促進し、多様なステークホルダーの皆さま
と共に当社の知識や経験を活かした社会貢
献活動を積極的に行います。

6

誠実な業務遂行
法令および社会的な規範を含む企業倫理を
遵守し、誠実な姿勢で責任を持って業務を遂
行します。

2

人財を活かす安全で安心な
職場の構築
多様な人財が活躍できる育成体制を構築し、
公正で公平な雇用関係の維持をベースとし
て、安全で健康的な、働きがいのある職場づ
くりを目指します。

5

サステナビリティ活動の推進と
マテリアリティ

旭化成ホームズグループは、環境への取り組みをはじめとして、各社、各領域でサステナビリティにかかわる活動を行って
きました。2022年度には、推進組織としてサステナビリティ企画推進部を新設し、グループ全体の活動を統括するために
サステナビリティ委員会を設置しました。また、自社・ステークホルダー双方にとって重要度が高い社会課題の中からマ
テリアリティを特定するとともに、従来のCSR方針を「サステナビリティ方針」として刷新しました。旭化成ホームズグルー
プは、これらのマテリアリティを中心に活動をしていくことで、お客様と共に持続可能な社会の実現に貢献していきます。

LONGLIFEな商品・サービスの
提供による事業を通した
社会への貢献

多様な人財が成長・活躍し、
幸せを実現できる職場づくり

豊かな地球環境の保全と
より良い環境の創造

誠実な事業運営を基本とした
社会とのエンゲージメントの向上

 関連する社会課題  関連する社会課題 関連する社会課題

 関連する社会課題

●社会課題の解決に貢献する商品開発
●安全・安心な街づくり
●防災・減災への貢献
●知的財産権の有効活用

●ダイバーシティの推進
●労働安全衛生の確保
●生産性の向上
●人財の確保と育成
●高品質で安全な製品の提供

●気候変動の緩和
●気候変動への適応
●エネルギー消費量の削減
●持続可能な資源の利用
●生物多様性の保全

●ステークホルダーエンゲージメント
●サプライチェーンマネジメントの強化
●コンプライアンス経営の推進
●情報セキュリティの確保と個人情報保護

Step 1 

Step 2 

Step 3 

Step 4 

Step 5 

社会課題の洗い出し 
● 参考とするESG/サステナビリティ
　ガイドライン等の整理
● 社内ヒアリング

一次スクリーニング 
● 多くの課題の中から
 自社グループと関連性の高いもの
 をスクリーニング

評価基準の作成
● 評価基準の作成
・ 自社からみた重要性
・ ステークホルダーからみた重要性

評価実施
●評価の実施
・ 作成した評価基準によって、
 プロジェクトメンバーに
 よる評価を実施

特定・マッピング 
● マテリアリティの特定と承認
・ 評価結果における妥当性確認を、
 経営層へ上程、承認

営業本部

サステナビリティ企画推進部

各スタッフ部門

国内グループ会社

海外グループ会社

旭化成ホームズグループ

連携

重要課題を特定マテリアリティマップ

旭化成ホームズグループにとっての重要性

ス
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に
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マテリアリティ特定プロセス

1 エネルギー消費量の削減

3 高品質で安全な製品の提供4 生産性の向上

2 防災・減災への貢献

5 社会課題の解決に貢献する商品の開発

6 人財の確保と育成

7 気候変動への適応

8 持続可能な資源の利用

安心・安全な街づくり

ステークホルダーエンゲージメント
生物多様性
の保全

知的財産権の有効活用

ダイバーシティの
推進

コンプライアンス
経営の推進	

15情報セキュリティの
確保と個人情報保護

労働安全衛生の確保

サプライチェーン
マネジメント
の強化

14気候変動の緩和

With
Customer

With  
Employee

With  
Environment

Our 
Integrity

⼩委員会
メンバー	 管轄役員
	 サステナビリティ企画推進部⻑
	 関連会社社⻑または任命する本部⻑格
	 関連部場本部⻑格
頻度	 ４回/年

910
1112

16

17

18 13

特定したマテリアリティは、４つのグループにまとめました。誠実な事業活動を推進するための「Our	Integrity」は基盤に、
“With”にはお客様・地球環境・従業員と“共に”という想いを込めています。このマテリアリティを中心に、サステナビリテ
ィ活動を推進していきます。

特定したマテリアリティ
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住まいづくりに欠かせない、地球環境への意識
旭化成ホームズ各社で働く社員たちは、環境問題をはじめ
とした社会課題をどのように「自分ごと」としてとらえて
いるのか。まずは日々の業務の中で、どのような社会課題
を意識しているのか聞いてみました。
千野 私は都市再開発やマンション開発などに携わってい
て、事業プランを提案する機会も多いのですが、最近では
SDGsやサステナブルといった視点を重視していますし、
権利者の皆さんからも、そうした視点からのご意見をいた
だくことが増えていて、非常に重要な課題だと感じていま
す。皆さんはどうですか？
大澤 私はヘーベルハウスの営業担当で、近年では売上だ
けでなくZEH（P25参照）の普及率も意識して、積極的に
提案しています。新聞などを読んでいても、社会全体がサ

ステナビリティを重視しつつあるのを感じています。そう
した社会の動きの中で、当社としても環境負荷の少ない商
品提供に注力しているのだなと納得できますし、個人とし
ても意識すべきではないかと考えさせられますね。
池田 私も同じく営業ですが、リフォーム分野でも近年、蓄
電池や太陽光発電などの提案に注力しています。その背景
には、30年耐久の外壁塗装などが普及したおかげで単なる
メンテナンスのニーズが減ってきたという面もありますが、
やはり社会課題への意識も影響しています。お客様の中に
も「電気代を下げたい」など経済的なメリットに重きを置く
方もいれば、「環境のために自分ができることをしたい」と
いった環境貢献への意識の高い方もいて、私たちも同じ目線
で話せるだけの意識を持っていなければ、と感じています。

有年 私は集合住宅の設計を担当していますが、初期提案
の段階でZEHや『まちもり®』（P27参照）など環境配慮を
強調するようにしています。国からのZEH補助金に加え、
東京都でも「東京ゼロエミ住宅」という助成金制度があり、
社会全体で環境負荷の少ない住まいづくりを推進している
中で、当社としてもそうした姿勢を打ち出すことが重要だ
と考えています。
千野 そうですね。そうした提案はマンション分野でも同
様ですね。ZEHや太陽光、『まちもり®』も積極的に導入し
ていますし、シェアサイクルを前面に出したり、ジップロッ
ク®を回収してビニール傘に再生・シェアリングするサー
ビスを提案したりと、サステナブルな提案に注力していま
すが、いずれもお客様から好評です。
中島 私は工事担当ですが、施工現場でも産業廃棄物削減

の取り組みが進んでいて、分別の徹底はもちろん、段ボー
ルは極力濡らさずに重量を削減するといった意識が浸透し
ています。加えて、以前からやっている基礎の型枠を鋼製
にして繰り返し利用するなど、日々の施工現場も改めて考
えると、サステナビリティだと感じます。私たちの事業を
持続可能にするために、より永く使え、リサイクル可能な
部材・資材の開発なども、現場から提案・発信していけれ
ばと思います。

レジリエンスやダイバーシティなど多様な課題を見据えて
旭化成ホームズが見据える社会課題は環境面だけではな
く、さまざまにあります。皆さんはそれらの課題を意識す
る機会はありますか？
大澤 環境性能に加えて、当社が提供する住まいの大きな特
徴にレジリエンス（強靭性）があって、「安心・安全に住める」
というのが大きな強みになっています。地震や台風など自然
災害の多い日本では、特に重視すべき社会課題と言えます。
中島 お客様から構造面での信頼で選ばれているというのは、
施工現場でも感じますね。防災への意識が高まる中で、「施工
中に基礎や躯体を見たい」という方が増えているので、基礎検
査や躯体検査のタイミングでお客様を現場にご案内したり、撮
影した写真をお送りするなどして安心していただいています。
千野 大澤さんが勤めている広島エリアは最近、水害が多
いですよね。お客様が被災されたこともあるのでは？
大澤 ありますね。そうした際は、中島さんたち工事課やホー
ムサービス課の方が率先して被災地の復旧支援に動いてくれ
て、アンケートなどでもお客様から高く評価されています。
中島 4年前に岡山県で大きな水害があった際、私は福岡
県にいたのですが、福岡の工事店からも何名かが被災地に
行きました。近隣エリアに限らず、全国から「動ける人は

動く」という形で対応しています。もちろん、担当している
工程に影響が出ないようにしています。
有年 そのころ、私はまだ就職活動中で、当社に対しては
「災害に強い街づくりをしている」という印象が強く、それ
が入社を決めた一因になっています。
千野 社会と旭化成ホームズグループのつながりについて皆
さんが自分ごとで考えるようになってきているのは、会社が積
極的に社員に情報発信して、啓発しているからという面もあると
思います。最近だと「Cs	Talk」（P42参照）でコンプライアンス
やハラスメントについて討議し、その重要性を強く感じました。
大澤 確かに、以前に比べてコンプライアンス意識は厳し
くなりましたね。その分、作業が増えた面もありますが、
社内では「迷ったらコンプライアンスを優先する」という
方針のもと、少しでも気になることがあったら法令を確認
するという意識は浸透しています。
有年 職場の変化という面では、DXが大きな変化をもた
らしています。従来は図面のチェックなどは全部紙で出力
していましたが、最近ではタブレット端末が支給されて
ペーパーレス化がどんどん進んでいます。
千野 紙を削減するという環境面の効果に加えて、仕事の
効率も良くなりますよね。紙だと人がいないと回せないけ
れども、デジタルなら遠隔でも対応できる。コロナ禍の影
響もあって、ここ数年でテレワークも含めたリモート化が
一挙に進んだと感じています。
中島 現場での検査効率も格段に上がりました。以前だとA3
の図面を持ち歩いて、重かったり、雨に濡れたりと大変でしたが、

サステナビリティ座談会
特 集

旭化成ホームズグループの
マテリアリティに対する社員の想い
旭化成ホームズグループでは、2023年7月、マテリアリティ（重要課題）を特定しました。

これらのマテリアリティが、社員一人ひとりの日々の仕事とどのように結びついているのか。
グループ各社・各部署で活躍する社員に、旭化成ホームズグループのサステナビリティについて、想いを語り合ってもらいました。

環境意識の高いお客様とも、
同じ目線で話せるだけの意識を
持っていたい。（池田）

自然災害の多い日本では、
住まいのレジリエンス（強靭性）
が大きな課題。（大澤）

旭化成不動産レジデンス（株）
開発・技術部
商品企画課

千野 大介
Daisuke Chino

旭化成ホームズ（株）
集合第一支店
設計課

有年 秀介
Shusuke Aritoshi

旭化成リフォーム（株）
厚木営業所
営業１課

池田 彩生
Ayaki Ikeda

旭化成ホームズ（株）
中部・技術部　
中部第一工事課

中島 清美
Kiyomi Nakashima

旭化成ホームズ（株）
広島支店
営業課（特販）

大澤 正幸
Masayuki Ozawa
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には見えない所も含めて、マテリアリティに掲げるような点に
こだわっているからこそ、そうした価格設定になっているとい
うことを説明しやすく、お客様にも納得いただけると思います。
千野 私はキャリア採用で入社しましたが、同業他社を経
験しているからこそ、当社を含めたグループ全体に対して、
利益追求だけでなく、社会課題の解決に取り組む姿勢を強
く感じています。都市再開発事業でも防災街区整備といっ
て木造密集地域の解消に取り組んでいますし、マンション
開発でもエネルギー問題や生物多様性など、マテリアリ
ティに沿った取り組みに注力しています。そこが非常に際
立った特徴だということを改めて実感しました。
有年 会社が何を重視しているかをまとめたのがマテリア
リティだと思います。今回、当社でも選定し、自分の仕事と
つながっていることが確認でき、安心できた面がありますね。
中島 マテリアリティ全体を見ていると「With	Custom-
er」と同じ温度感で、「With	Employee」を重要課題にと

らえているのが分かって安心できました。実際、フレック
ス制度や福利厚生がすごく充実していて、まだ上手く使い
こなせていない面もありますが、働くうえで色んなバリ
エーションがあるというのが安心材料になっています。
大澤 社会の変化や技術革新に応じて仕事の進め方が変
わってきたように、マテリアリティも何か付け加えたり、変え
たりする必要が出てくるかもしれませんが、営業活動の根底に
「With	Customer」という想いがあるのは変わらないと思っ
ています。一人ひとりが職場や役割に応じた“芯”を持ちなが
ら、さまざまな変化に柔軟に対応していけると良いですね。

座談会を振り返って
部署や業務の異なる社員が集まり、多様な視点からサステ
ナビリティについて語っていただきましたが、皆さんの話
を聞いて感じたことを教えてください。
有年 今回、この座談会があるという話を聞いて、改めて過
去のサステナビリティレポートを読み込みましたが、おかげで
会社がどんなことを大切に思っているのか、どんなことに取り
組んでいるのかを知ることができました。座談会では、そうし
た取り組みに対して、グループ内のさまざまな立場からの意
見を聞けて、すごく貴重な時間でした。ここでの経験を自分
の部署に持ち帰って、少しでも広められたらと思っています。
中島 私は入社以来、ずっと施工部門を担当しており、営
業や設計など他部門の方と全社の取り組みについて語り合
う機会が少なかったので、職種ごとに異なる多様な視点や

考え方を知る良いきっかけになりました。同時に、会社や
グループ全体の想いや取り組みを知るきっかけにもなり、
視野が広がったように思います。この経験を活かして、仕
事はもちろん、プライベートも含めて、より広い視野で社
会を見ていきたいと思います。
千野 私も、グループ各社の皆さんが日々、何を考えて事
業を進めているかを知る機会がなかったので、この座談会
をすごく楽しみにしていました。皆さんの意見を聞いて、
所属や仕事内容は違っても、「お客様と共に」「社会と共に」
という想いは共通していることが実感でき、非常に有意義
な場だったと感じています。
池田 日々の業務だけを見ていると、会社が何を大切にし
ているのかといった考えや姿勢を深く考えずに進めてし
まっていることが多いと思います。今回の座談会で、会社の
想いを知ることができましたので、この業務が何のためにあ
るのか、どんな意義があるのかを理解したうえで取り組むこ
とで、仕事の質を高めていけるのではないかと思います。
大澤 普段は社内であまり語らなかったテーマでお話がで
きて、とても良い機会でした。短い間でも、多くの気づき
が得られたので、普段から気にかけていれば、もっと色ん
な貢献ができるのではないかと思います。ありがとうござ
いました！

タブレットだとそうした苦労はありませんし、問い合わせがあっ
てもタイムリーに確認できるので時短につながっています。
大澤 お客様ともメールではなくLINE	WORKSでの対応が
主体になっていて、残業時間はもちろん、精神的な負担も減りま
したし、ガラケーが主流だった10年前とは全然違いますね（笑）	
池田 全社を挙げた業務効率化への取り組みは、私たち女性
の働きやすさも後押ししてくれていると思います。リフォー
ム分野だと新卒社員の半分以上が女性で、女性社員を増やそ
うと力を入れているのがよく分かります。ただ、私は前職が
金融系で、8割以上が女性の職場でしたので、そこと比べると、
女性の働きやすさという点では、これからの面もあると思っ
ています。その点、現場の中島さんは苦労されているのでは？
中島 やはり男性と比べると身⻑も小さいので、検査のス
ピードも違います。とはいえ、体力面での苦労がほとんど
で、現場の方からは可愛がっていただいているので、メン
タル面ではそこまで苦労は感じていません（笑）。
池田 現場で活躍する女性社員が増えてくると、女性のた

めの環境整備も進むでしょうし、ロールモデルになるとい
うやりがいも感じますよね。
中島 そうですね。実際、女性の先輩も何人かいますし、
女性の後輩も増えてきたので、“新しい働き方”というほど
でもないですが、「仕事とプライベートは両立できるんだ
よ」という空気感をつくっていけたら、と思っています。
大澤 そうした意識の変化は男性にもあって、同じ職場の
工事担当の男性社員は3人の子どもがいるのですが、毎回、
育児休暇を取得しています。私も子どもが生まれた際に、
支店⻑から育休制度の説明がありましたが、そうした前例
があるとより取得しやすい空気になりますよね。

マテリアリティの特定が社内外にもたらす変化
住まいづくりや街づくりに取り組む中で、自然と多様な社
会課題を意識している社員たち。新たに選定されたマテリ
アリティについての感想を聞いてみました。
中島 「マテリアリティ」というと、何か特別なことのよう
に感じがちですが、今回決まったマテリアリティを見て、
そこに施工現場での普段の業務が含まれていることに気づ
きました。新たに何かを学ばなくとも、旭化成ホームズに
は4つのマテリアリティのテーマがあって、それぞれにこ
の業務やこの検査が紐づいていると明確にするだけで、自
然に浸透するのではないかと思いました。
有年 同感です。先ほど大澤さんが営業活動でZEHを提案す
るのが当たり前になってきたと言っていたように、私たち設計
する側も、ZEHや『まちもり®』の提案を通して、自然と環境貢
献やSDGsについて意識しています。今はまだレジ袋を減らし
たり、不要な照明を消したりといった程度ですが、そうした意識

が個人の環境行動にもつながっていくのではないでしょうか。
大澤 マテリアリティを見て感じたのは、最初に「With	
Customer」とあって、その中で「安全・安心な街づくり」
への貢献を掲げているのが、当社らしいというか、すごく
自然に感じました。私たち営業にとっては、お客様にどう
伝えるかが最も重要で、加えて最も自信を持っているのが
レジリエンス性ですから、それをマテリアリティにも打ち
出しているというのは、お客様にも説明しやすいし、社員
にも浸透しやすいと思います。
池田 お客様に説明しやすいというのは、営業にとって重要で
すよね。当社の住まいは、新築でもリフォームでも、価格では
なく付加価値で評価していただいているところがあるので、目

サステナビリティ座談会
特 集

ＤＸ推進では、
業務効率の改善と
お客様の声にタイムリーに
応えられるようになった。
 （中島）

社内の意識変化が進んで
いるのは、会社が積極的に
情報発信しているから。（千野）

「災害に強い街づくりを
している」という印象が、
入社を決めた一因。（有年）
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絶えず変化するニーズに対応した商品・サ
ービス開発や、それらを通じた防災・減災や地
域社会への貢献は、「住まい」という人々の生
活に密着した事業を展開する旭化成ホームズ
グループの責務であると考えます。

私たちは、サステナビリティという言葉が浸
透していなかった創業当初から、安全で高耐久

（長寿命）なロングライフ住宅を提供し、業界
に先駆けた長期点検の実施や二世帯住宅、共
働き、ペット共生などのくらし方の提案を行っ
てきました。また、マンション建替えやシニア
向け賃貸住宅、ストック住宅の流通など、時代
の変化に応じた社会課題に対する商品・サー
ビスも開発してきました。近年では、お客様と

私たちをつなぐインターフェース「HEBELIAN 
NET.」や、お客様情報をグループ内で一元管
理するシステムの活用を推進することで、永き
にわたりグループが一丸となってお客様に寄り
添い続けられる体制を整備しました。これに
より、お客様に満足していただける新たな価値
提供を実践し始められていると自負していま
す。

今後は地域コミュニティ活動や災害時の避
難所提供など、街の安心・安全の実現に向け
たサポートにも、より積極的に取り組みたいと
考えています。これからも社会やくらしの変
化にしなやかに応え、そこに住まう人々の豊か
なくらしの実現に貢献していきます。

取締役 兼 専務執行役員
住宅事業担当
国内住宅バリューチェーン担当
金融・保険事業担当

藤澤 秀樹
Hideki Fujisawa

担当役員からのメッセージ
Voice より永く、広く、深くお客様に寄り添い、

豊かなくらしを支え続けるために。

私たちは、創業以来、安心・安全・快適な住
まいの提供を通じて住まいの課題解決を追
求してきました。これからも住まいを通じて
お客様や地域社会の皆様に寄り添い、共に
社会課題の解決に貢献していきます。

関連する社会課題
■社会課題の解決に貢献する商品開発
■安全・安心な街づくり
■防災・減災への貢献
■知的財産権の有効活用

With With 
CustomerCustomer

商品開発

二世帯住宅の研究・開発

旭化成ホームズは1975年に日本初の二世帯住宅を発売した

パイオニアであり、1980年には二世帯住宅研究所を設立し、

二世帯住宅における住まい方の実態調査や、親子同居のメリッ

トを活かすくらしの研究を続けてきました。

2023年2月には、二世帯住宅の日（2月10日）に向けた「二

世帯住宅キャンペーン」として、二世帯同居検討のきっかけとな

るカタログの配布や、オンライン体験イベントの開催と合わせ

て、近年の調査結果を公表しました。そこでは「人口構成の変

化とともに二世帯需要が高齢層に広がる」「高齢の親との同居

率上昇に合わせてシェア二世帯割合が高まる」「コロナ禍によ

る在宅ワークの定着により郊外でも二世帯住宅需要が広がる」

といった分析結果が報告されました。

今後もこうした調査を通じて、社会環境とともに変化・多様

化するライフスタイルに合わせた二世帯住宅の開発・提案につ

なげていきます。

ヘーベルVillage運営の調査研究

旭化成ホームズは元気な高齢者の住み替えニーズに早くか

ら着目し、20 05年よりシニア向け賃 貸住宅「へーベル

Village」の提供を開始し、2023年2月末時点で関東の1都3

県で136棟1746戸を運営しています。

2022年4月には、介護・フレイル※予防の専門家との連携に

より、2019年に実施した入居者アンケートの結果を踏まえた

建物設計や相談員の関与内容、交流を生む仕掛けが一体とな

った「安心・安全・健康長寿応援メソッド」の提供を開始しまし

た。また、2022年11月には、くらしの実態を把握するための訪

問調査を実施し、その結果を踏まえ、安心・安全・健康長寿な

住まいに必要な要素を再整理した「ヘーベル Village設計指

針」を策定しました。2023年3月に入居者を対象に実施した追

跡調査では、健康寿命延伸につながる健康行動を維持・向上

した入居者割合が97％に達すること、フレイル該当者数が約5

％減少したことを確認しました。

新躯体の特性を活かしたコンセプトモデル「RATIUS」シリーズのラインナップ拡充

近年では、相次ぐ自然災害などを背景に住まいの堅牢性に

対するニーズが高まるとともに、テレワークなど自宅で過ごす

時間が増えたことで、より広くて質の高い住空間を求める声も

広がっています。旭化成ホームズは、こうした要望に応えるべ

く、蓄積してきた2階建て・3階建ての技術とノウハウを結集し

た新躯体「重鉄制震・デュアルテックラーメン構造」を開発し、

2 0 2 2 年 4 月 に は 新 躯 体 に よ る コ ン セ プ ト モ デ ル

「HEBELHAUS RATIUS｜RD（ラティウス アールディー）」を

創業50周年記念商品として販売開始しました。

2022年11月には、自然に囲まれた別荘のような空気感を提

案する新たなインテリアスタイルを備えた「RATIUS｜RD 

FINESTVILLA」を、2023年4月には重鉄ならではの深い軒と

大屋根がつくり出す伸びやかな大空間が魅力の「RATIUS｜

GR」を販売開始するなど、住まいへの価値観の変化に対応す

る商品提案を続けています。 「RATIUS｜GR（ラティウス ジーアール）」外観

「RATIUS｜RD FINESTVILLA（ラティウス ファイネストヴィラ）」外観

基本的な考え方
私たちは、「ALL for LONGLIFE」の考えのもと、安心・安全・ 快適な住まいとくらしを豊かにするサービスを提供しています。
お客様の人生に寄り添い、ニーズや時代の潮流を敏感に掴むことで多様なライフスタイルや住環境に合わせた新しい住まい
方を提案しています。

 ※加齢により心身が老い衰えた状態
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全社BCP（防災訓練状況）

住まいにかかわる事業を展開する旭化成ホームズにとって、

自然災害の発生時には、被災したお客様の生活の復旧・復興

に貢献し、1日でも早く快適な生活をお届けすることが、重要な

責務です。そのため、大規模災害を想定した災害模擬訓練や

災害対応マニュアルの更新を継続的に実施しています。

2022年12月に実施した災害模擬訓練では、最大震度７の

首都直下型地震が発生した際の当日～2日目の初動対応を行

いました。電話やインターネットの利用が大幅に制限され、社

長をはじめとするキーパーソンも不在という想定で、いかに迅

速に情報収集と意思決定を行うかをテーマに取り組むことで、

新たな気づきや課題を得ることができました。

こ れら を 踏 ま

え、今後も災害対

応力を向上させ、

旭化成グループの

理念である、“いの

ち”と“くらし”への

貢献に努めます。

防災備蓄

旭化成ホームズでは、昨今、多発している災害に備えるため、

埼玉・神奈川・愛知・兵庫にある4つのへーベルハウス物流拠

点倉庫（物流センター）に災害備蓄品を準備しています。

備蓄品の中には、緊急対応物資（ブルーシート・分別袋・ポ

リタンク等の資材類）やお見舞い品（ミネラルウォーター・サラ

ンラップ Ⓡ・紙皿・紙コップ等の生活用品）を常備しています。

これらの備蓄品は、定期的に棚卸・点検を実施して補充や交

換を行うことで品質を維

持し、万一の災害に備え

ています。

また、災害備蓄品置き

場の地域を分散させるこ

とで、すべての倉庫が被

災するリスクを低減する

とともに、各エリアからの

要請に対し、必要な場所

に最短で物資を届けられ

る体制を確保しています。

建築現場の台風対策

旭化成ホームズは、2019年に事前対策（防災）のための「現

場台風対策ガイドライン」と、被害対応（復旧）のための「台風

対策・復旧行動フロー」を制定しました。以降、工事課と工事

店が協働して台風発生に備える活動を継続し、ここ4年間で台

風起因の事故は強風による物損事故1件に抑えることができて

います。2023年1月には、工事店およびその関係者と共に「自

然災害初期対応訓練」を実施しました。この訓練を見直しも行

いながら継続していきます。

今後も、油断することなく「物損・第三者被害」をゼロにする

ことを目標に活動を継続していきます。

防災イベント開催

旭化成グループの社内ベンチャーによって2022年に誕生し

た株式会社コネプラは、入居者限定SNSなどの開発・提供を

通じて、マンションの運営支援やコミュニティ醸成支援などを

行っています。

同社は2023年4月、東京都文京区のタワーマンション「パー

クコート文京小石川ザタワー」の管理組合理事会ならびに春日

町三丁目町会と連携して、地

域コミュニティにおける防災

力強化のための防災イベント

を開催しました。イベントで

は起震車体験、防災ワークシ

ョップなどの体験型の防災訓

練が行われました。今後も地

域やマンションと一体となっ

て地域のコミュニティ醸成を

図り、共助関係を築くことで、

防災力を高めて安心安全な都

市の形成に貢献します。
タワーマンションと町会の連携による
防災イベントの様子

1　強風・暴風域内の2日前
❶対応物件の特定
❷対応物件の共有

2　強風・暴風域内の1日前
❶稼働現場の台風予防対応の実施
❷台風予防対策完了の報告

3　強風・暴風域内の通過当日
❶緊急時の対応に備える

4　強風・暴風域内の通過～1日以内
❶被害状況確認
❷復旧状況の報告

5　強風・暴風域内の通過～7日以内
❶台風予防対策物件の復旧完了

台風対策・復旧行動フロー 

災害模擬訓練の様子

配送拠点で管理している災害備蓄品

安全・安心な街づくり

「防災情報システム LONGLIFE AEDGiS（ロングライフイージス）」の地震被害推定システム

旭化成ホームズは、旭化成ならびに国立研究開発法人防災

科学技術研究所とともに、2020年から防災情報システム

「LONGLIFE AEDGiS（ロングライフイージス）」の共同開発

を進めてきました。2023年2月に完成を迎えた同システムを、

ヘーベルハウスおよびヘーベルメゾンを展開する全エリア（21

都府県）で運用開始しました。

LONGLIFE AEDGiSの地震被害推定システムは、地震情

報と建物の構造データを掛け合わせて、地震発生から10分～2

時間程度で、建物ごとの被害レベルや液状化発生状況などを

推定します。高精度な被害測定によって被害レベルを5段階に

ランク分けし、対応の優先順位を付けることで、災害対応の効

率化や復旧工事の早期終結、サービスコールの受電本数削減

などを可能にし、ひいてはお客様への安心の提供につなげます。

今後は同システムで得られる情報・知見を、一般の建物や構

造物、インフラ施設などの即時被害推定や、将来の地震被害想

定などにも応用し、広く社会全体のレジリエンス向上に貢献し

ていく考えです。

③

②

⑤
①

④ 外部からの地震動情報×物質情報=損傷ランク

地表面

① 地震情報をインターネット経由で取得し、50～250ｍメッシュごとの
震度を把握する

②建物ごとの物件情報（位置情報、構造特性）を参照する
③①と②から振動による被害と液状化発生確率を推定
④ 被害推定結果から損傷ランク（0～4）を計算して対応の優先順位付
けを行う

⑤損傷ランク上位の建物から優先的に対応する

被害推定システムの作動フロー

レジリエンス認証

内閣官房国土強靭化推進室が

運営する「レジリエンス認証」は、

事業継続に関する取り組みを積極

的に行っている企業を国土強靭化

団体として認証する制度です。旭

化成ホームズは、2019年に同制度

における「事業継続および社会貢

献」の認証を取得し、2021年11月

に更新しました。

更新に際して「災害対応ガイドライン」を改訂し、これに基づ

く災害模擬訓練を2023年1月に実施しました。2023年4月に

は水害時の対応について加筆・更新するなど、社会変化を踏ま

えながら定期的に内容を拡充しています。今後もIoT技術を用

いた顧客の災害支援フローの検討やガイドラインへの追加を

進めるなど、レジリエンスの向上に努めます。

レジリエンス・アワード

「ジャパン・レジリエンス・アワード（強靭化大賞）」は、強靭

な国づくり、地域づくり、人づくり、産業づくりに資する活動に

取り組んでいる先進的な団体を表彰する制度です。

2023年4月11日に発表された「第9回ジャパン・レジリエン

ス・アワード」において、旭化成ホームズ少額短期保険が開発し

た、独自の保険商品「ヘーベル災害保険」とワンストップのサー

ビス体制により災害時の安心提供を強化する取り組みが「最

優秀賞」を受賞するとともに、旭

化成不動産レジデンスが推進し

てきた「宮益坂ビルディング」建

替え事業が「準グランプリ・金

賞」を受賞しました。

今回の受賞により、旭化成ホ

ームズグループは5年連続での

アワード受賞となりました。

レジリエンス認証ロゴマーク

基本的な考え方
私たちは、お客様のいのちを守り、くらしを豊かにし、人生を支える「All for LONGLIFE」の考えに基づき、周辺地域を含め
た安心・安全なくらしの実現に取り組んでいます。また、災害や感染症拡大などの際も影響を最小限に抑えて事業活動を継
続し、人々のくらしを支え続けるためにBCPに取り組んでいます。
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社会動向を俯瞰した知的財産の有効活用

知的財産活動

旭化成ホームズは、日々、技術改革に取り組むとともに、旭

化成グループの「発明奨励制度」「知的財産権管理規程」など

に基づき、知的財産の創出と活用に関する活動を積極的に推

進しています。

安全性・耐久性・居住性などへーベルハウス・メゾンの性能を

支えるコア技術「シェルター技術」をはじめ、家族構成に応じた

住まい方などの「住ソフト技術」、サステナビリティに貢献する

「CO2排出削減技術」、さらにはDXを活用した「ウェルネス、サ

ステナビリティ、生

活、レジリエンス関連

サービス」などの実

施技術を中心に特許

出願を進め、2022

年度現在で約750件

にのぼる国内特許権

を取得しています。

IPランドスケープを活用した事業・開発・知財戦略の高度化

旭化成グループでは、知的財産（Intellectual Property）

に関する情報を収集・解析して事業戦略に役立てる「IPランド

スケープ」に注力し、事業の優位性確保や新事業の創出、M＆A

を含めた経営判断に活用していくことを、中期経営計画におけ

る無形資産活用戦略の柱のひとつに位置づけています。

IPランドスケープによる知財情報解析では、自社や競合他社

などの数千件以上におよぶ特許情報を収集し、類似する特許

同士がクラスタ（集合）を形成するように表す俯瞰図などを活

用します。特許情報には技術情報だけでなく、解決を目指す社

会ニーズや、出願人・権利者名なども含まれており、俯瞰図を活

用することで、社会ニーズや技術のトレンドの概観と詳細、主要

プレイヤーとその動向、成長領域や萌芽領域、自社・他社のポ

ジショニングなどの解析が容易になります。

旭化成ホームズで

も、IPランドスケープ

を活用し、社会ニー

ズに合致した事業・

技術の開拓につなげ

ています。例えば、

「CO2排出削減」とい

う社会ニーズに対応

する当社技術として、

へーベルメゾンの屋根に設置した太陽光発電と蓄電システム

で、防災力強化と環境貢献を実現するZEH-M賃貸住宅「Eco

レジグリッド」があります。その開発にあたっては、IPランドス

ケープにより情報・エネルギー関連技術を含む特許群の俯瞰

図を作成して、エネルギーマネジメント・電力売買領域における

解析を実施し、その結果を技術開発戦略や知財戦略の検討に

活用しています。

このように、技術開発戦略においては、社会ニーズの抽出、ニ

ーズに対する新規有望デバイスの活用動向の確認、自社・他社

のポジショニング解析などを行い、戦略をブラッシュアップし

ています。知財戦略においては、事業を保護する知的財産権の

先手を打った確保のために、事業コア技術と応用技術を掛け合

わせた技術、新規有望デバイスを活用する技術などを積極的に

出願することで、出願

網を充実させています。

今後もIPランドスケ

ープの活用により、事

業環境を客観的に俯瞰

し、より社会ニーズに

呼応した技術開発や知

的財産権の確保を進め

ていきます。 Ecoレジグリッドの概念図
情報・エネルギー関連技術を含む特許俯瞰図

（特許情報を含むため不鮮明にしています。）

特許取得状況
（国内）
2022年度

実施中
38％

将来実施予定
12％

防衛・その他
50％

基本的な考え方
私たちは、「高度化する事業の利益を守り、かつ、事業の価値の最大化を実現する」ことを目指し、当社事業価値の源泉である
コア技術やブランドなどの知的財産含む無形資産を、社会動向・ニーズをとらえることにより戦略的に創出、管理および活用
しています。

旭化成不動産レジデンスの持続可能な街づくり

旭化成不動産レジデンスは、2021年に制定した企業パーパ

ス「豊かな暮らしと街を、あしたの人々へ。」の実現に向けてマ

ンションの建替え・市街地再開発・都心市街地共同化(等価交

換)などの「都市開発事業」、へーベルメゾンなどの「賃貸管理

事業」、ストックヘーベルハウスなどの「売買仲介事業」の3事業

を通じて、社会問題や環境問題に真摯に取り組み、持続可能な

街づくりに貢献します。

例えば都市開発事業においては、都市の不燃化をはじめ、街

のレジリエンス性の向上やグリーンインフラの強化といったサ

ステナブルな観点を取り入れた街づくり事業への参画などを

積極的に推進しています。

ジャパン・レジリエンス・アワード２０２３
準グランプリ・金賞（Ｐ１8参照）
宮益坂ビルディング　マンション建替え事業
「日本初の分譲マンション」と言われる渋谷区の宮益坂ビル

ディングにおいて、マンション建替円滑化法に基づく組合施行

方式による建替え事業を実施しました。

建物の老朽化が進み、外壁の剥落により人や交通を危険に

晒していたため、以前から建替えの検討が進められていました。

リーマンショックで中断するなど困難を極めていましたが、

2011年に旭化成不動産レジデンスが事業協力者に選定され、

合意形成・課題解決を進めました。

施行後の再建マンションは、耐震化による都市の安全性向

上に加え、ヒカリエ

デッキと宮益坂通り

をつなぐ都市動線を

構成し、新たな人の

流れと賑わいを生み

出す持続可能な街づ

くりへの貢献を目指

しました。

シェアサイクルの導入推進
2017年5月1日より施行された自転車活用推進法において、

シェアサイクル施設の整備は重点施策として位置づけられてい

ます。また、若年層の車離れ、大規模災害時の移動手段として

の活用が広まったことなどの背景からシェアサイクルサービス

が注目されています。

旭化成不動産レジデンスは、国内最大級のシェアサイクルプ

ラットフォーム「HELLO CYCLING」と提携して、へーベルメゾ

ンの空き駐車場およびアトラスの敷地内を活用してシェアサイ

クルを導入しています。ス

テーションを設置したヘー

ベルメゾンやアトラス入居

者および地域の皆様には利

便性の高い移動手段として

シェアサイクルを活用して

もらうことができます。

へーベルメゾンおよびアトラス
ZEH-Mの普及拡大 

旭化成不動産レジデンスはへーベルメゾンZEH、Ecoレジグ

リッドの普及拡大およびアトラスのZEH-M化に、積極的に取

り組んでいます。

災害等で停電が発生した場合、へーベルメゾンZEHでは、日

中が晴天であれば太陽光発電による電力が利用できます。※1

また、Ecoレジグリッドでは、蓄電池からの電力供給で、住

戸内のWi-Fiや共用部の非常用コンセントを使用でき、照明や

オートロックの機能も維持され、防犯性も保たれます。※2

アトラスでは、政府目標を5年前倒し、2025年販売ベースで 

ZEH-M 標 準 化（ZEH率100％）を目指しています。
※1太陽光発電供給住戸のみとなります。
※2 住戸内の電気は利用できません。

ZEH建物イメージ

マンション敷地内のサイクルポート

宮益坂ビルディング ザ・渋谷レジデンス

安全・安心な街づくり
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旭化成ホームズグループ 環境方針
私たちは、「お客様のいのち、くらし、人生」を支えるLONGLIFEな事業活動を通じて、
サステナブルな社会を実現するために、次世代に豊かな地球環境を引き継ぎます。

1.脱炭素社会とレジリエンスの推進
● �住宅のライフサイクル及び事業活動の脱炭素化を推進し、再生可能エネルギーを有効に活用することによって気候変動の緩和に貢献します
●自然災害から「いのち」と「くらし」を守るレジリエントな住まいを提供します

2.サーキュラーエコノミーの実現
●ロングライフな住宅の提供によって、建築から発生する廃棄物を削減します
●限りある資源を有効に活用するとともに、リサイクルを進めることによってサーキュラーエコノミーの実現に貢献します

3.ステークホルダーと共に進める自然共生
●生物多様性の保全における知見をより高め、ステークホルダーと共に豊かな自然と調和する暮らしの実現を目指します

気候変動への対応

マテリアルバランスシート
旭化成ホームズグループの開発・設計、工場生産、輸送、施工、居住、解体のライフサイクルにおける環境負荷を算出し、「環境配慮」

の取り組みの指標のひとつとしています。

使用エネルギー
145,248GJ

電気（国内一般電力） 6,136,222kWh

電気（国内再エネ：旭化成電気メニューF) 598,248kWh

電気（ベトナム工場） 1,335,000kWh

ガソリン 6.73KL

都市ガス 1,406.51千Nm3

LPG（国内） 20.29t

LPG（ベトナム） 8.56t

軽油 61.35KL

灯油 0.08KL

 
②工場生産

CO2排出量
6,669t-CO2

工場廃棄物（再資源化100％）
642t

※旭化成住工（国内）と旭化成住工ベトナムのみ計上

IN OUT

 
①開発・設計

使用エネルギー
235,228GJ

電力 11,738,836kWh
電気（再エネ） 751,612kWh
ガソリン 3,202KL
都市ガス 35千m3

LPG 112.5t
軽油 1.09KL
※�旭化成ホームズ(株)単体の数値（本社部門、営業本
部、研究所などの全ホームズ部門を含む）

CO2排出量
12,839t-CO2

�
廃棄物（再資源化100％）

363t
※研究施設など

IN OUT

使用エネルギー
334,358GJ

新築部材輸送� 323,564GJ
新築産廃回収  10,794GJ

 
③輸送

CO2排出量
22,877t-CO2

新築部材輸送� 22,138t-CO2

新築産廃回収    739t-CO2

IN OUT

使用エネルギー
132,114GJ

電力（仮設電源） 5,744MWh
軽油（重機・車両） 1,063KL
ガソリン（車両） 2,658KL

 
④施工

CO2排出量
11,466t-CO2

廃棄物（再資源化100％）
12,559t

IN OUT

使用エネルギー
577,206GJ

※住宅トップランナー制度設計２次データ

 
⑤居住

使用エネルギー
26,840t-CO2IN OUT

使用エネルギー
100,082GJ

軽油（重機・車両） 2,655KL
※�2022年度解体棟数�2,035棟分�
（産業廃棄物輸送分�579KL含む）

 
⑥解体

CO2排出量
6,849t-CO2

廃棄物（再資源化96.4％）
221,796t

IN OUT

※ヘーベルハウス・ヘーベルメゾンの新築請負工事が対象

INPUT
投入資源量

OUTPUT
排出量

工程

With With 
EnvironmentEnvironment

私たちは、環境活動への対応を社会全体の
優先的な課題と考えています。再生可能エ
ネルギーを確保し有効活用すること、防災
力の高い住宅の提供や地域社会も含めた災
害復興など、気候変動の緩和と適応に努め
るだけでなく、生物多様性の保全にも継続
的に取り組んでいきます。

関連する社会課題
■気候変動の緩和
■気候変動への適応
■エネルギー消費量の削減
■持続可能な資源の利用
■生物多様性の保全

気候危機などの環境課題は、全世界が継続
的に取り組むべき重大なテーマです。旭化成
ホームズグループも、オフィスや建設現場、工
場などにおいて環境に配慮した事業活動を行
うことは、企業としての責務であると考えてい
ます。また、私たちが提供する住まいやサービ
スを通じて、お客様が環境に配慮しながら暮
らしていただけるようにすることも、同じく重
要な使命と考えています。
気候変動に関しては、使用電力の再エネ化

（RE100）など脱炭素に向けた取り組みはもち
ろん、ZEH・ZEH-Mの推進や、災害に強い住
宅の開発など、住宅メーカーだからこそできる

取り組みに注力してきました。また、産業廃棄
物のゼロエミッションなど、循環型社会に向け
た取り組みや、「あさひ・いのちの森」『まちも
りⓇ』計画といった生物多様性保全活動など、
気候変動以外の環境問題についても、さまざ
まな取り組みを行っています。
今後もこれらの活動を継続・深化させてい

くとともに、新たな取り組みも加えて活動の幅
を広げ、サプライチェーンにかかわる皆様と一
丸となって環境課題の解決により一層貢献し
ていきます。そうした取り組みを通じて、子ど
もたちをはじめ未来の世代に豊かな地球環境
を引き継いでいくことを目指します。

執行役員
サステナブル推進担当
サステナビリティ企画推進部長

武藤 一巳
Kazumi�Mutou

担当役員からのメッセージ
Voice 気候変動対策をはじめとした環境課題に取り組み、

豊かな地球環境を次世代に引き継ぎます。
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気候変動への対応

国際イニシアティブへの加盟

近年、世界中で頻度を増している大型台風や記録的集中豪

雨、それに伴う河川の氾濫、土砂災害などの甚大な被害は“気

候危機”と呼ばれ、大きな問題となっています。

旭化成ホームズグループは豊かな地球環境の保全と、より良

い環境づくりに貢献するため、気候変動の緩和や温室効果ガ

ス排出量削減を推進する国際イニシアティブに加盟し、脱炭素

社会の実現に向けた取り組みを積極的に進めています。

１）「RE100イニシアティブ」への加盟

旭化成ホームズは2019年9月、企業が自らの事業の使用電

力を100％再生可能エネルギーで賄うことを目指す「RE100イ

ニシアティブ」に加盟しました。

2022年度の事業活動に伴う電力消費量は37.43GWhとな

り、これら事業用電力を再生可能エネルギー由来の電力（以下、

再エネ電力）に置き換える取り組みを推進しています。

再エネ電力を調達する主な手法は、当社グループが販売する

戸建住宅「へーベルハウ

ス」および賃貸住宅「へー

ベルメゾン」のオーナー様

が設置した太陽光発電パ

ネルが発電した電力の余

剰電力を、当社の「ヘーベ

ル電気」が買い取るとい

う仕組みです。

ZEH住宅の普及に伴い、多くのお客様が太陽光発電設備を

設置しており、そこから発生する余剰電力を販売できます。設

置当初の10年間は、国が運営するFIT制度（固定価格買取制

度）が高収益を保証しますが、この期限を過ぎると国の買い取

り価格が下がります。そこで、当社グループが余剰電力を好条

件で買い、事業活動での消費電力に充当しています。

余剰電力の買い取りについては、信頼関係のもとに想定以

上のお客様から販売先として選択いただき、2021年度には

RE100達成目標を当初目標の2038年度から2025年度に繰り

上げました。その後、さらに達成目標を繰り上げ、2023年度に

達成する見通しとなりました。これは国内企業トップレベルで

あり、お客様との信頼関係の象徴であると同時に、脱炭素社会

の実現に向けた意義の大きさを感じています。

2）「SBTイニシアティブ」の認定取得
旭化成ホームズは2023年7

月、パリ協定が求める水準と整

合した、科学的知見に基づく温

室効果ガス排出削減目標である

国際的なイニシアティブ「SBT（Science�Based�Targets）」

認定を取得しました。

当社グループでは、2017年度実績を基準に、2030年度まで

に大きく2つの排出量を削減する目標を設定しています。ひと

つは、自社の事業活動で排出するCO2量（Scope1＋Scope2）

を55％削減するというものです。もうひとつは、戸建住宅や賃

貸住宅の居住者が生活で利用する電力などから排出するCO2
排出量（Scope3）を35％削減するというもので、いずれも世

界的に見て非常に高いレベルの目標設定となっています。

この目標達成に向け、社内のサステナビリティ委員会や環境

小委員会などを中心に、関係するサプライヤーやお客様と力を

合わせながら、持続可能な社会づくりへの貢献を目指します。

3）「TCFD」への賛同を表明

旭化成ホームズはSBTイニシアティブの認定取得と併せて、

2023年7月にTCFD（Task�Force�on�Climate-related�

Financial�Disclosures：気候関連財務情報開示タスクフォ

ース）への賛同を表明しました。SBT認定に伴う目標設定に基

づく活動に加えて、積極的な情報開示を通じたステークホルダ

ーの皆様との対話を通して、より実効性の高い気候変動対策を

実施していきます。

ヘーベルハウスのZEH・ZEH-M

「ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）」とは高断熱化や

省エネ、創エネを組み合わせることで、年間のエネルギー消費

量が正味（ネット）でゼロ以下となる住まいです。

政府は2050年までのカーボンニュートラル実現に向けて、

2021年に「脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ

対策等のあり方・進め方に関するロードマップ」を国交省、経産

省、環境省の3省合同で発表しました。これにより「断熱」「省

エネ」「創エネ」の各基準が厳しくなり、ZEH化による省エネル

ギー化がさらに重要となりました。これを受けて、「住宅の品質

確保の促進等に関する法律」に基づく住宅性能表示制度や断

熱等性能等級に上位等級が新設、必須化されるなど、社会全

体で住宅のZEH化が促進されています。

旭化成ホームズでは、これら制度に対応できる仕様開発や

普及活動に努めることで、ZEH化実績を着実に伸ばしてきまし

た。2022年度は、社内計算システムによるZEH水準適合確認

や太陽光発電の設置推進などによりZEH率が大幅に向上しま

した。2022年10月から新規契約物件の壁断熱材に強化仕様

を標準化したことで、今後のさらなる向上が見込まれます。ま

た、ZEHに積極的なビルダーを登録する「ZEHビルダー登録制

度」において、2025年目標を85％として掲げ、その実現に向け

て普及活動を強化しています。

さらに、ヘーベルハウスで培った技術を展開し、集合住宅に

おいて、マンション版のZEHである「ZEH-M」の販売促進を�

行っています。

旭化成住工のRE100への取り組み

旭化成住工は、脱炭素社会を目指す企業として、事業で使用

する電力を100％再生可能エネルギーで賄う「RE100イニシア

ティブ」に賛同し、旭化成ホームズと共に使用電力のグリーン

化を進めています。

その一環として、これまで電力会社から購入していた化石燃

料由来の電力についても、再生可能エネルギーへシフトする取

り組みを開始しました。

2022年2月には厚木製造部に供給する電力を「ヘーベル電

気」の再生可能エネルギーに切り替えました。現在は、主力工

場である滋賀工場および周辺の外部事業所でも、再生可能エ

ネルギーへの切り替えの検討を進めています。

これらの取り組

みにより、旭化成

住工全体で2023

年度使用電力の

100％再生可能エ

ネルギー化を目指

します。

豪州グループ会社で太陽光発電を導入

旭化成ホームズグループのRE100イニシアティブの達成に向

けて、豪州事業では2023年から、事業で使用する電力の再生

可能エネルギーへの切り替えを進めると同時に、消費電力の削

減にも注力しています。

その一環として、住宅販売を担うNXT�Building�Groupに

スチールフレームを供給しているSBS�AustraliaのEdinburgh

工場に太陽光パネルの設置を進めています。同工場と併設す

る事務所の電力使用量は年間約450,000kWhで、設置され

る太陽光パネルからの電力でその約70%を賄える見込みで

す。

豪州事業のサステナ

ビリティの取り組みは

始まったばかりですが、

これを起点として、今

後、より幅広い事業領

域において持続可能な

活動を推進していく予

定です。
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ヘーベルハウスZEH化率の推移と目標 ZEHの考え方 

37.43
GWh

国内オフィス
21%

住宅展示場
12%

建築現場
15%国内Gr会社

5%

海外Gr会社
24%

国内工場
23%

厚木工場の屋根に設置した太陽光発電パネル

2022年度 電力使用量

太陽光パネル設置計画

基本的な考え方
私たちは、太陽光などの再生可能エネルギー設備の導入推進や、ZEHや防災力の高い住宅の提案を行うことで、事業活動全
体での温室効果ガスの排出量削減や、異常気象による自然災害に強い住まいの提供に取り組んでいます。これらの取り組み
を通して、2050年のカーボンニュートラルな社会の実現に貢献します。
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生物多様性の保全循環型社会への取り組み

ストックヘーベルハウス

旭化成不動産レジデンスでは、高耐久で高性能が維持でき

る中古のヘーベルハウスを「ストックヘーベルハウス」として売

買仲介しています。また、同社が購入したストックヘーベルハウ

スを旭化成リフォームがリノベーションして再販売する買取再

販事業にも取り組んでいます。リノベーションによる価値向上

のみならず、適切なメンテナンスを実施することで、次の所有者

に確かな住み心地

と高い満足度を提

供します。これに

より、「住み続ける」

「引き継ぐ」「住み

継ぐ」の循環を実

現し、サーキュラ

ーエコノミーの実

現に貢献します。

『まちもり®』計画の推進

旭化成ホームズが推進する『まちもり®』計画とは、緑をまと

った住宅を増やすことで、街一帯が豊かな緑でつながった「エ

コロジカル・ネットワーク」の形成を促すものです。

その中核となるのが、「あさひ・いのちの森」における長年の

植生調査・研究を通じて開発した植栽の提案パッケージ『まち

もり®』です。高さの異なる4層の植栽を組み合わせることで、

鳥や昆虫など多様な生き物を引き寄せ、地域に豊かな生態系

を育みます。2017年に運用を開始し、戸建て住宅の庭や事業

所の緑地に加え、旭化

成不動産レジデンスが

提供するマンション「ア

トラス」シリーズの外構

計画にも標準採用する

ことで、計画の促進を

図っています。

北米工場における木材リサイクル

北米におけるプレハブ建築部材サプライヤーのErickson社

では、ツーバイ材を使った住宅用壁パネルや床・屋根トラスを

製造する過程において、木材の有効活用に取り組んでいます。

木材の性質上反りやたわみが生じている部材は、自社工場内

で短くカットして床トラス材や壁材の一部に転用しています。

また、転用が難しい小さな端材はリサイクル業者に回収委託

し、バイオマス発電の燃料となる圧縮ペレットや公園の遊具下

に敷かれるクッション材などに再利用しています。

この活動を通して年間600トン近くの端材を廃棄せず資源と

して再利用し、循環型社会の実現に貢献しています。

生物多様性国際シンポジウム

2022年12月に国連生物多様性条約第15回締約国会議

（COP15）において生物多様性の新たな世界目標が採択され

たことを受け、2023年3月に神戸市の主催、環境省の共催によ

る「生物多様性国際シンポジウム」が開催されました。現地／

オンラインのハイブリッド開催により、海外も含めて約250名

が参加し、講演やパネルディスカッションを通じて、生物多様性

について知見や視野を広げる機会となりました。

旭化成ホームズは、このシンポジウムにおいて環境省やカナ

ダ政府、オーストラリア

政府と共に講演を行

い、「企業による自然共

生に向けた取り組み」

として「あさひ・いのち

の森」の取り組みを発

表しました。

新築産廃ゼロエミッション

旭化成ホームズでは、施工現場で発生した産業廃棄物（以

下、産廃）を自社の資源循環センター（厚木・尼崎）にて分別し、

単純焼却や埋立て処分をすることなく全量リサイクルする「ゼ

ロエミッション」を達成しています。

施工現場で25種類に分別された産廃は、さらに資源循環セ

ンターにおいて50種類以上に細分別され、マテリアルリサイク

ルに適さない可燃物も発電や燃料としてサーマルリカバリーす

ることで再資源化率100％を継続しています。さらに、再資源

化したマテリアルリサイクル材のうち25％（重量比）を占める金

属スクラップや樹脂類は有価物として売却し、資源の有効活用

に寄与しています。なお、資源循環センターでは固形燃料

（RPF）も製造しています。これはJIS基準に準拠したもので、

製紙メーカーなどで活用されています。

ゼロエミッションの対象は、新築工事のみではなく、旭化成

リフォームの防水・吹付のリプレイス工事や旭化成不動産レジ

デンスの賃貸物件の入退出工事から発生する産廃にも拡大し

ており、旭化成ホームズは今後もグループ一丸となってゼロエ

ミッションを継続していきます。

あさひ・いのちの森と30by30

「あさひ・いのちの森」は旭化成富士支社内の工場跡地に創

出した約１haの人工の森です。この森は、地元の里地・里山と

地域在来種の植生再生を目指した環境共生エリアとして、旭化

成グループの生物多様性保全活動の象徴となっています。�

2007年の設立から2019年度までは、植生の成長観測が主

な活動でしたが、森が健全な里山に育った2020年度より、森

を活用した地域への環境貢献を目的とした産学共同研究に活

動方針を転換し、現在は「里山林」「自然林」「湿地」の3エリア

で、それぞれの研究テーマを継続検証しています。また、2022

年度は通常の調査とは別に、5年ごとに実施している特別調査

として「毎木調査」と「昆虫類調査」を実施しました。

こうした継続的な調査・研究の成果と生物多様性の価値が

社外にも認められ、都市緑化機構の認定制度「SEGES�（シー

ジェス）（そだてる緑部門）」では、「Excellent�Stage�3」の認

定を継続しています。さらに、2022年に国連生物多様性条約

第15回締約国会議（COP15）で採択された、「2030年までに

地球上の陸域、海洋・沿岸域、

内陸水域の30％を保護する」と

いう国際目標（通称30by30）を

受けて、環境省が推進する「自然

共生サイト」の認定施設として国

内初（第1期）の認定を2023年

秋に取得予定です。

サーマル
リカバリー
5,312,880㎏
（31%）

RPF（固形燃料）
940,430㎏
（5%） マテリアル

リサイクル
10,947,063㎏
（64%）

木質ペレットへのリサイクル壁材の一部に転用された木材を使用サーキュラーエコノミー概念図

図書館
病院

学校

公園

役所

寺院

公園 公園

サステナビリティ企画推進部長を務める
武藤執行役員による講演『まちもり®』計画のイメージ図

分別作業の様子細分別された産業廃棄物

新築産廃再資源化率（2022年度）

「あさひ・いのちの森」 30by30アライアンスロゴマーク

基本的な考え方
私たちは、「あさひ・いのちの森」や「湯屋のへーベルビオトープ」などの自然環境施設を創設し、生物多様性の保全に関する
さまざまな調査・研究を行っています。それらの活動を通じて得た知見を事業活動に活かすことで、社会の皆様と共に自然
と調和する社会の実現を目指します。

基本的な考え方
私たちは、住まいの長寿命化や既存建物の利活用や事業活動で発生する産業廃棄物のゼロエミッション化に向けた3R活動
を行っています。また、限りある資源の有効活用や再生利用の推進、汚水の浄化処理などに取り組み、持続可能な資源利用
を行うことで循環型社会の構築を目指します。
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ダイバーシティと人権

さまざまな働き方の支援

勤務地配慮申告制度
育児や介護、配偶者の転勤などによって通勤圏外エリアへ転

居する社員が、転居先から通える勤務地への転勤を希望するこ

とができる制度です。2015年の導入以降、約70名（2022年

度は14名）の社員がこの制度を利用しました。

退職者復職登録制度
退職後の状況変化などで復職可能になった社員が復職でき

る制度です。2015年の導入以降、約140名の社員が本制度に

登録し、うち7名が復職しています。2022年4月からは、従来

あった制度利用制限（勤続年数・退職理由等）を撤廃するとと

もに、退職後も旭化成ホームズとのつながりを持てる仕組みを

設けたことで、登録者が増加しています。

コース転換制度
旭化成ホームズでは、転宅転勤ありの「総合職A」と、転宅転

勤なしの「総合職B」の2コースを設けており、逐次変化する社

員の状況に合わせて、年に2回コース転換を申請できる制度を

設けています。2023年4月時点で約180名（2022年度は30

名）の社員が総合職Bを選択しています。

育児・介護支援制度
多様な人財が活躍できる環境づくりの一環として、育児・介

護とも法律の基準を超える手厚い制度を設けています。特に

育児のための短時間勤務は最長で子どもが小学校を卒業する

まで利用可能とし、シッター・ヘルパー補助なども充実してい

ます。また、育児休業から早期復帰した社員には早期復帰支

援金を支給し、仕事と育児の両立を支援しています。

2022年度は204名（男性34名、女性170名）の社員が育児

休業を取得し、現在女性社員（※正社員）の38％がワーキング

マザーとして活躍しています。また、2022年10月より出生時

育休制度（産後パパ育休）を創設し、休業中の就業も可能にし

ています。

旭化成グループ人権方針

旭化成グループは、自らの活動および事業のバリューチェーン

全体におけるステークホルダーのすべての皆様の人権を尊重し

ます。「国際人権章典」およびILO (国際労働機関)の「労働にお

ける基本的原則及び権利に関するILO宣言」に定められている

人権を尊重するとともに、「国連グローバル・コンパクトの10原

則」と国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」を支持します。

旭化成ホームズは、これらの規範等に則り、各種法令の遵守

や人権侵害につながる非人道的な行為を一切認めません。ま

た、人権尊重推進の取り組みとして、通報・相談窓口の設置、

社員や関係者の教育を継続的に行っています。2022年3月に

は「旭化成グループ人権方針」を策定し、グループ内はもちろん

サプライヤーなどビジネスパートナーにも浸透を図っています。

人権尊重は、旭化成グループの全ての活動の前提を成すものです。
その基本的な考え方と取り組みについて示した本方針を旭化成グループは遵守し、

経営理念「世界の人々の“いのち”と“くらし”に貢献する」を追求します。

旭化成グループの世界の人びとへの想いは時代や社会が変わっても不変です。
多様な人びとが互いの個性と人権を尊重し、

誰もが生き生きとして暮らせることは何よりも大切と、旭化成グループは考えます。

旭化成グループ人権方針 （前文を抜粋）

基本的な考え方
私たちは、事業活動を行うにあたり、ステークホルダーの皆様を含めたすべての人の個人の基本的人権と多様性を尊重しま
す。法令遵守や非人道的な扱いの禁止などの人権尊重の実践に加えて多様な人の活躍が価値創出につながるという考えの
もと、ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンを推進しています。

関連する社会課題
■ダイバーシティの推進
■労働安全衛生の確保
■生産性の向上
■人財の確保と育成
■高品質で安全な製品の提供

私たちは、共に働くすべての人の安全・心身
の健康・幸せを実現します。社員一人ひとり
が夢や誇りを持っていきいきと働き、サプラ
イチェーンの皆様と協働することで大きなシ
ナジーを生み出していきます。

With With 
EmployeeEmployee

企業にとって人財は重要な経営資源のひと
つであり、優秀な人財を確保・育成して、競争力
を高めていくことは重要な経営課題です。多様
な人財が活躍するためには、価値観や働き方も
含めて機会や場所を提供することが必要です。
「人生100年」と言われる時代に、旭化成ホ

ームズグループがお客様の「いのち・くらし・
人生」を支え続けるためには、お客様と誠実に
向き合い、社会や環境変化に柔軟に対応しな
がら成長し続ける人財と組織であることが重
要と考えます。また、それらは自主性とチーム
ワークを大切にしながら学び合い、助け合う
ことで培われるものと考えています。

近年は、個人と組織の力を最大限に伸ばす
ため、旭化成グループ独自のサーベイを活用し
た人と組織の活性化や在宅・フレックス制度
の導入、オフィスのフリーアドレス化など、働き
方を自らデザインする環境構築に注力してき
ました。今後はその土台として、社員の心身の
健康増進やダイバーシティ・エクイティ＆イン
クルージョン（DE&I)を推進し、多様な人財が
互いに認め合う風土を醸成することで、新たな
発想や挑戦を歓迎する組織にしていく考えで
す。そして、社員一人ひとりが能力を発揮・成
長し、旭化成ホームズグループで働くことに誇
りと喜びを感じられる会社を目指します。

執行役員
健康経営 人事部長

岡前 浩二
Koji Okamae

担当役員からのメッセージ
Voice 社員一人ひとりが「誇り」と「喜び」を

実感できる企業グループを目指して。
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ダイバーシティと人権

パパ＆プレパパセミナー

近年では、「育児は両親で行うもの」という考え方が定着しつ

つあります。旭化成グループでも、育児と仕事の両立支援に関

する男性社員からの問い合わせが増えていることを踏まえ、

2021年から「パパ＆プレパパセミナー」を開催しています。な

お、セミナー内容は男性社員を想定していますが、女性社員の

参加も可能としています。2022年度も4月と10月に開催され、

旭化成ホームズもイントラなどを通じて社員への告知を強化し

たことで、参加者が増加しています。

セミナーは参加が容易なオンライン形式で実施され、育児休

業制度など両立支援制度についての解説とともに、実際に制度

を利用した社員の事例紹介や、質疑応答などが行われました。

また、育休取得中の女性社員アンケート「ママの本音」も紹介さ

れ、参加した男性社員から

「パートナーが何を求めてい

るかを知る参考になった」

「パートナーとの対話を深め

るきっかけにしたい」などの

感想が聞かれました。

ベトナム人技能実習生の受け入れ

旭化成住工では2016年からベトナム人実習生を受け入れて

います。受け入れ人数は延べ30名に達し、2023年6月現在、2

期生1名、5期生1名、6期生4名、7期生4名、8期生4名の合計

14名が在籍しています。

実習生は、国内工場においてプレス工程、板金工程、半自動

溶接工程などにそれぞれ所属して働きながら、先輩社員が講師

を務める勉強会などを通して、業務上必要となる資格に関する

知識を学んでいます。卒業後は、それぞれが描いた夢に向かっ

て母国で活躍しており、そのうち何名かは旭化成住工ベトナム

に所属し、住宅部材の供給に携わっています。

今後も旭化成住工の固有技術やモノづくりのノウハウや、仲

間と共に働く素晴ら

しさを実習生に伝承

し続けることで、日

本とベトナム、両国

のさらなる成長と技

術の発展に貢献して

いきます。

女性社員の活躍推進

旭化成グループは、女性活躍推進法に基づき、女性の管理職

数を2026年3月末までに、2021年3月末比で40％増加すると

いう目標を掲げ、育児・介護の両立支援制度の充実などに取り

組んできました。その一環として、女性社員の活躍支援を目的

に、2017年から年に一度、若年次の女性総合職を対象とした

職種別のエリアミーティングを開催しています。

2022年度は3年ぶりに対面での開催となり、東京・大阪の2

会場で計約150名が参加しました。「“ありたい姿”を描き、実現

するための方法を考えよう」をテーマにグループワークを実施

し、子育てとの両立を視野に入れた生産性向上につながる働き

方や、得意分野を活かしたキャリア実現の方法などについて、

年次やエリアの垣根を越えて意見交換が行われ、参加者から

好評の声が寄せられ

ました。

今後も社員の声を

取り入れながら、継

続的な取り組みを展

開していきます。

同性パートナー向け制度

旭化成グループは、LGBTQなど性的マイノリティの方々も

含め、多様な人財がその能力を最大限発揮し、これを結集して、

事業の成長や会社の経営に活かしていく会社であることを目

指しています。

そのための環境整備の一環として、2021年度から社内制度

上、社員の同性パートナーを法律上の婚姻関係のある配偶者と

同等の位置づけの親族として登録可能としています。これによ

り、介護休暇や家族看護休暇など、親族を前提とした制度の利

用が可能になるとともに、要件を満たせば「家族手当、住宅関

係の補助等」の各種手当の適用対象となります。　

また、制度や手続きについて周知するため、ガイドブック「同

性パートナー向け制度運用について」を発行しています。本制

度に関する問い合わせや相談の窓口を設け、安心して活用でき

る体制も整えています。

旭化成ホームズも、こうした旭化成グループの新制度に準じ

た対応を推進しており、今後も社員とその家族に寄り添う制度

設計や運用に取り組んでまいります。

育仕両立支援プロジェクト「イクシモ」

旭化成ホームズ 東京営業本部では、働くお父さん、お母さ

んが「育児も仕事も」両立できる環境づくりに向けて、2023年

1月に「イクシモ」プロジェクトをスタートしました。

このプロジェクトは、子育て共感住宅「母力（ぼりき）」で連

携する「お母さん大学※」の協力を得て運営するもので、社員に

限らず、広く両立を目指す方々を対象に、「子育てに対するメン

タルサポート」「復職に活きるスキル形成」「コミュニティ形成」

の3テーマからなる支援を提供します。各種のプログラムは世

田谷区にあるオークラランド展示場のヘーベルハウス1階スペ

ースに設けた「イクシモルーム」において提供しています。

2023年度は実証実験のフェーズととらえ、イベントごとのア

ンケートを通じて参加者の声を把握してプログラムの充実につ

なげ、誰もが安心して

子育てできる社会づく

りに貢献します。
※お母さん業界新聞社が運営

するWEBコミュニティ。母
親たちが発信・交流・活動
を通して学んでいる。

旭化成住工ベトナム

旭化成住工ベトナム（ベトナム国ドンナイ省）は、ヘーベルハウ

スおよびへーベルメゾンの海外生産拠点として2015年に設立

されました。主に各種鉄骨部材を生産しており、その品質を確

保するため、日頃から旭化成住工と緊密な連携を行っています。

現地の従業員とは、日常業務でのコミュニケーションを大事

にし、また組合と会社とが自由に意見交換ができる場を設ける

ことで、互いをリスペクトし合う関係を築いています。また、旭

化成ホームズグループの環境目標を共有するなど、業務以外の

取り組みも含めて、グローバル規模での一体感の醸成に努めて

います。

シニア社員の活性化

旭化成ホームズは、シニア社員を重要な人財と位置づけ、い

きいきと働ける環境づくりに努めています。

2022年度は101名が60歳定年を迎え、うち約8割が再雇用

制度を利用し、継続して活躍しています。2018～2022年度に

かけての定年後の進路は、再雇用が約80％、出向転籍が5～

10%、退職が10～15%とほぼ同比率で推移しています。

また、60歳を超えても専門性を磨き、環境に合わせて挑戦・

進化し続けようとする人財を応援すべく、2023年4月に65歳

への「定年延長」を導入しました。導入初年度となる2023年度

は93名、2024年度は117名の社員が60歳を迎える予定です。

これらシニア人財には、引き続き第一線での活躍はもちろん、

技術伝承や後継人財の育成、ロールモデルなどの役割を想定

しており、長年培った知識や手腕の発揮に期待する一方で、“終

身成長”をサポートすることで、やりがいを持って働き続けてい

ただく方針です。

そのほかにも、人事部が主体となって、50歳を節目としたキ

ャリア研修や活躍の場を広げるための支援など、シニア人財が

活躍できる環境づくりを進めています。

自ら働き方をデザインするオフィス環境

旭化成ホームズは、「2030年のあるべき姿Vision for 

2030」の柱のひとつ「働く人が輝くHappiness Company」

の実現に向けて、2023年2月に神保町本社オフィスをリニュー

アルしました。新オフィスでは固定席を持たず、業務内容に応

じて最適な場所を選択できるよう、ワークスペースをA～Fの6

種類に分類し、目的に応じた設備や環境を整備しました。また、

「グループ共用エリア」を設けてグループ全体での連携強化を図

るとともに、昼食・休憩時などに自然と人が集まる空間設計に

よって社員のエンゲージメント向上を図ります。

子育て中の方々が参加できるイベント

組合との意見交換会

6種類のワークスペースを整備

アンケート結果
（抜粋）：パートナー
にやってもらうと嬉
しいこと

旭化成住工で働くベトナム人実習生

活発な意見が交わされたグループワーク
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労働安全衛生

定期健康診断、がん検診＋ストレスチェック

旭化成ホームズでは、従業員の健康増進を目的として、法令

で定められた定期健康診断を超えた補助制度を設けています。

例えば、希望者には人間ドックや、推奨5項目に加えて上部消

化管内視鏡検査も含めたがん検診の受診に対する補助を行っ

ています。2022年度は、延べ1,654名（胃がん検診受検者の

43.2％）がこの補助を利用しています。また、生活の見直しや

適正配置を漏れなく実施すべく、健康状態に注意が必要な従

業員の基準を新たに設け、産業医面談や保健指導、受診勧奨

の実施に努めています。

さらに、ストレスチェック制度を法制化以前の2011年度から

実施しており、2022年度の総合健康リス

クは男性で81、女性で84と、全国平均よ

り低く推移しています。また、「活力と成

長アセスメント（KSA）」（P34参照）と合

わせて職場環境の改善に活かしています。

ライフセービングアクション（LSA）

旭化成ライフセービング・アクション（LSA）とは、旭化成グ

ループで働くすべて人の「命を守る（Life Saving）」ことを最

優先に考え、グループ全体における安全文化の構築を目指した

取り組みです。

LSA では、守らないと命を失うおそれがある4つの「禁止行

動」を制定し、安全遵守の啓発を行っています。例えば、高所

作業での重大災害の多くが転落災害であることから「安全帯

なしでの高所作業は禁止」と定めています。

2021年度の取り組み開始以来、現場での活動が浸透してき

ましたが、今後も繰り返しの教育を通して、現場安全の徹底を

図ります。

旭化成ホームズグループの健康経営

旭化成グループでは、従業員の健康に関する取り組みを全社

的な経営課題と位置づけた「健康経営宣言」を2020年10月に

発表しました。以来、持続可能な社会の実現に貢献し、企業価

値を持続的に向上させていくためには、「人財」がすべてである

という考えに基づき「健康経営Ⓡ」を推進し、従業員が心身とも

に健康で活躍できる環境を整備してきました。また、健康経営

の目的である「一人ひとりの活躍・成長」「働きがい・生きがい

向上」「活気あふれる強い組織風土づくり」に向けて、メンタル

ヘルス不調、生活習慣病関連疾患、などに対する施策や活動に

積極的に取り組んでいます。
※「健康経営」はNPO法人健康経営研究会の登録商標です。

旭化成ホームズの取り組み
旭化成ホームズでも健康経営に向けた活動や体制強化を行

っています。健康管理室の主導により、健康経営KPIを改善す

べくプロジェクト活動を行っています。特に2022年度から悪

化したメンタル休業率の改善のために、KSA（P34参照）やスト

レスチェック（e診断）などを活用しながら原因分析・施策の立

案・実行をしています。また2024年度からの禁煙全社方針に

向けた施策も積極的に推進していきます。

「健康経営優良法人2023～ホワイト500～」の認定
 こうした取り組みが評価され、旭化成グループは2023年3

月、経済産業省と日本健康会議が共同で実施する「健康経営

優良法人2023～ホワイト500～」の認定を受けました。　

今後も健康管理活動を基盤に、従業員の心身の健康保持増

進をサポートし、個人の活力向上、組織の活性化に貢献します。

新規入場者教育の徹底に向けて

新規入場者教育とは、工事現場に作業員が初めて入場する

際に行われる、法的義務となっている教育です。統計的に見て

も、新規入場者の労働災害発生率は高く、防止には確実な安全

教育の実施が重要です。

旭化成ホームズでは、その徹底を図るため、実施主体となる

工事店に対して、①安全教育の講師資格の「インストラクター

の育成」、②安全教育ビデオなど「教育資料の整備」、③教育

実施後に現場入場資格の安全カードを発行するといった「実施

ルールの規定」、以上3つの支援を行っています。

また②の教育資料は、現場でも繰り返し確認できるよう、施

工資料全般の検索閲覧システム「A-Find」や、安全動画の閲覧

システム「A-SMiL」をスマートデバイスで利用できるようにし

ました。これらとWEB会議アプリを併用し、時と場所を選ば

ず安全教育が実施できる環境を

構築しています。

今後も安全教育の環境整備

に努め、災害のない安全で安心

な現場を目指します。

製造現場における安全対策

旭化成住工では、製造現場で働く社員の安全を守るため、各

工程でさまざまな視点からの安全対策を講じています。

例えば、金属部品の孔明け・ネジきり加工を行うマシニング

センターでは、加工後に発生した切粉を装置内のコンベアによ

り外部に排出しています。排出部に詰まった切粉は扉を開けて

清掃する必要があり、その際にもコンベアが稼働するため、駆

動部に巻き込まれる危険性があります。その対策として、以前

は「機械設備リスクレベルⅣ」と評価し、特別管理（監視人を付

け、決められた作業者が安全に作業できていることを確認す

る）を行っていましたが、人的管理のため危険は残っていまし

た。そこで2022年度には、設備メーカーと共同で安全対策の

実現に向け協議を繰り返し、認定されている安全装置を取り付

けることで「機械設備リスク

レベルⅠ」に低減できまし

た。さらに、稼働状況が一

目で確認できるパトライト

を取り付け、管理の強化を

図りました。

安全・安心・快適な現場づくり

旭化成ホームズでは、「凛とした現場づくり」をキーワードに、

最前線の職方へ「決め事を実施し、危険な行動をしない」とい

う風土を根付かせるよう取り組んでいます。

2022年度は特に「安全：重大災害ゼロ」「安心：保護具充実

で安心」「快適：熱中症災害ゼロの継続」を重点事項として、現

場でのコミュニケーションの充実を中心に取り組みました。タ

ブレットなど携帯端末で実施できる危険予知（KY）活動や、安

全対策重点項目の動画配信など、ITを駆使して現場対話の充

実に取り組んでおり、例えばKY活動開始時に注意喚起画面を

表示し、時節に合った注意喚起や

事故事例の共有により、作業者の

危険感受性の向上を図っています。

また、空調服の支給やスポットエア

コンの全現場設置などを推進する

ことで、快適な現場も実現しつつ

あります。

今後も安全・安心・快適な現場

環境づくりに取り組んでいきます。

海外事業本部Safety Summit

旭化成ホームズでは、LSA（P32参照）の考え方に基づき、建

築現場で働くすべての人に「命を守る行動を最優先にとる」と

いう考え方を根付かせるよう、さまざまな取り組みを実施して

います。国内だけでなく海外事業においても同様で、事業展開

している北米・豪州の子会社や提携先と合同で「Safety 

Summit(安全大会)」を年に１回開催しています。

Safety Summitでは、国という垣根を越えて、同じ企業グ

ループで働く仲間と自分の命を守るための具体的な活動事例

や普及方法を共有し、活動の活性化を図っています。2022年

度は10月14日にオンラインで開催し、海外からは現地経営陣

を含めて約80名が参加し、命を守る行動は、本人だけでなく家

族の幸せにも寄与するとの認識を共有しました。

今後も、各地域との

情報共有を通じて、当

社グループの事業にか

かわるすべての人が働

きやすく、安全な環境

づくりに取り組みます。

KY活動開始時に端末に
表示される注意喚起画面

Safety Summit2022のメイン画面

安全動画閲覧システム「A-SMiL」

改善されたマシニングセンター

旭化成ホームズグループ健康経営KPI 
目標項目 業績値 目標値（旭化成G）

2021 2022 2023
1.メンタル休業率 1.16% 1.38% 0.80%
2.生活習慣病重症化率 10.7% 10.8% 8.90%
3.メタボ該当者率 10.9% 10.9% 8.90%
4.休業日数/がん1件 69.2日 120.5日 67.3日
5.喫煙率 25.2% 24.8% 18.50%
6.睡眠
※睡眠で十分に休養が取れていない者 30.6% 29.8% 24.20%

基本的な考え方
私たちは、オフィスだけではなく施工現場や工場などさまざまな場所で事業活動を行っています。あらゆる事業活動におい
て、社員が最大限能力を発揮できるよう、安全で快適な職場環境の整備と心身の健康保持増進への積極的な取り組みを実
施しています。
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人財育成

職種別年次研修

旭化成ホームズでは、職種や年次ごとに求められる専門知

識・スキルとその習熟レベルを一覧表にした「スキルナビゲーシ

ョン」を成長の道標として、成長目標の設定や振り返りに活用し

ています。

2022年度の職種別年次研修は、対面実施での習熟度を確

保しつつオンラインとのハイブリッド型で行いました。

キャリア開発研修の展開

旭化成ホームズでは、社員が自身のキャリアを中長期的な

視点で考え、さらなる成長へのモチベーションを創出するため

のキャリア開発研修を階層別に実施しています。

この研修では、社員がそれまでの仕事経験を振り返り、自

身の成長と組織の成長をマッチングさせながら中長期目標を

思い描き、その実現に向けた短期目標を設定し、一歩踏み出

すことを促します。2013年度にスタートした50歳キャリア研

修を皮切りに、実務職（一般職）5年次、総合職10年次と順次、

対象者を拡充しており、キャリアの節目に研修機会を設けてい

ます。

今後は、現在の業務と社員が思い描くキャリアモデルと比

較して能力開発の方向性を見出すとともに、その実現に向け

て具体的な目標と行動を明らかにすることで、日々の研鑽努

力を重ねていけるよう、支援を拡充していきます。

旭化成ホームズの人財活性

上司との対話による個人目標設定と振り返り
旭化成ホームズでは、社員個人の目標管理のため、経営管理

職・総合職には「WHAT制度」、実務職（一般職）には「STEP

制度」と称して、年に1度の目標設定、査定評価面談と、半期ご

との中間評価面談を実施しています。期初の目標設定では、

短期的な業績目標だけでなく、将来のありたい姿である中長期

目標や、役割期待に応じた行動目標も含めて、上司との対話を

通じて価値観や考え方をすり合わせ、モチベーションアップに

つながる目標設定を行っています。この目標に基づきOJT（On 

the Job Training）を行い、課題克服のための努力を続ける

ことで、一人ひとりの成長や活性化を図っています。

組織力強化のための「活力と成長アセスメント（KSA）」
社員一人ひとりの成長と活性化を実現するためには、組織づ

くりも重要です。旭化成グループでは、2021年度から、71項

目の指標を設けて組織状況を診断するKSAの本格運用を開始

しました。KSAを通じて職場状況を「見える化」し、メンバーを

「巻き込み」、対話を通じて「未来づくり」のための目標を設定

し、より良い組織づくりに向けて「アクション」する。これらの

サイクルを繰り返すことで、組織の活力向上とともに、社員が

成長できる組織づくりを目指します。

「360度フィードバック」の運用開始 
旭化成ホームズでは、2022年度から、各部署のマネージャ

ー職を対象に「360度フィードバック」の運用を開始しました。

マネージャーが上司や同僚、部下から普段の様子についてフィ

ードバックを受け、自身の特徴に気づきを得て、今後高めていく

べき特性や課題を明らかにし、改善計画を考え、実行するもの

です。この制度をマネージャー自身の成長につなげるとともに、

より良い組織運営につなげていきます。
旭化成ホームズ建設技術教育センター

旭化成ホームズ建設技術教育センター（茨城県つくば市）

は、建設技能者の継続的な確保・育成を目的に2021年3月に

開設した研修施設です。施設内には、木工事や設備工事の技

能実習ができる6棟のヘーベルハウスと、基礎配筋や鉄骨建

方などの施工研修ができる4棟分のスペースを配置した実習ゾ

ーンと約100名が座学で学べる研修室（60名用/40名用）を備

えた研修棟を併設しています。技能実習から施工管理までさ

まざまな工程・職種に対応し、社内外のヘーベルハウス・ヘー

ベルメゾンにかかわる幅広い人財の教育をカバーする研修施

設となっており、2022年度の稼働日は207日で、稼働率は86

％でした。

2022年度は、例年実施している施工管理を行う工事担当の

ステップ研修（年次研修）や、検査スキル向上などを目的とした

社員研修、グループ内施工関連会社の新人研修や技能研修に

加えて、プレハブ建築内装施工の認定職業訓練を実施し、計28

名が受講しました。

また、ヘーベルハウス・ヘーベルメゾンの施工に適した講習

を、充実したカリキュラムで効率的に実施できるよう、施設内の

スタジオからリモートによる遠隔講習を本格的に開始しまし

た。2022年度はこのリモート講習による安全衛生教育を実施

し、1,654名が受講しました。

今後も質の高い技量を持つ建設技能者を育成し、高品質な

住まいを提供するとともに、安心して永く働き続けられる環境

づくりを推進します。

建設技術教育センター外観 内装施工訓練の様子屋内実習ゾーン リモート講習の様子

キャリアチャレンジ制度

旭化成ホームズでは、事業の多角化推進やグループ全体の

人財基盤強化を目的として、2020年度より「キャリアチャレン

ジ制度（公募人事制度）」 を導入しています。この制度は、半期

に一度、社内公募による求人に対し、社員が自ら応募できるも

ので、制度の趣旨から、応募の際は上司承認を必要とせず、社

員が自由に手を挙げられる仕組みです。

「より主体的・意欲的に業務に取り組める人財活躍の場」とし

て社内で浸透するに伴い、応募件数は年々増加し、合格者は累

計80名（2023年4月1日時点）に達しています。

今後もキャリアの複線化を示すことで、社員の自己研鑽に対

するモチベーション向上につなげていきます。

自己研鑽支援制度、資格取得支援制度

旭化成グループでは、業務に貢献する資格取得や外国語習

得のための学習について、受講料や受験料、登録料などを補助

する「自己研鑽支援制度」を導入しています。また、旭化成ホー

ムズ独自の制度として、資格を取得した際に「祝い金」を支給す

る「国家公的資格取得支援制度」があり、2022年度は両制度

で延べ409名の社員が利用しました。

資格取得支援の一環として、事務系は宅地建物取引士取得、

技術系は一級および二級建築士取得、全社員対象で英語力強

化を目的に、資格学校と連携して独自の学習プログラムや特別

模試を企画・実施しています。2021年度からスタートした「宅

建士特別講座」は内容刷新の効果もあり2023年度試験に向け

て、480名を超える応募がありました。
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600
500
400
300
200
100
0

■国家公的資格取得支援制度　■自己研鑽支援制度（人）

257
344 351

544

409

128
188 185

315

212

129 156 166
229 197

制度利用者数の推移 （人）
50

40

30

20

10

0
2020年度
上期

2020年度
下期

2021年度
上期

2021年度
下期

2022年度
上期

2022年度
下期

13 15 12

34
26

44

キャリアチャレンジ制度求人件数の推移 

スキルナビゲーション（概要） 

営
業

3年次 ●営業活動が自分の判断で推進ができる。
2年次 ●独立して折衝･引継ができるようになる。
1年次 ●商品を好きになり、良さを伝えサービスができる。

工
事

ステップ5 ●工事担当業務の課題を指導、解決できる。
ステップ4 ●工事課の柱となり物件管理が効率よくできる。
ステップ3
（3年次） ●事実を正確に把握し､問題解決ができる。
ステップ2
（2年次） ●物件管理が独立してできる。
ステップ1
（1年次） ●工事担当業務全般の正しい流れが一通り理解できる。

設
計

3年次 ●独立してお客様に接し、業務を遂行することができる。
2年次 ●業務全般を理解し、自ら遂行できる。
1年次 ●業務全般の正しい流れが一通り理解できる。

基本的な考え方
私たちは、人の成長が組織の成長の源泉であるという考えのもと、社員一人ひとりの成長と多様なキャリア形成の実現、チー
ムワークを活かすマネジメント力の向上などに取り組んでいます。すべての社員が個々の能力や強みを十分に発揮し共創す
ることで、組織としての競争力の向上を目指します。
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品質方針とQC活動

旭化成グループでは、旭化成品質保証部の総括のもと、毎月

の品質保証定例会や年4回の品質保証推進者連絡会を通じて

グループ全体に品質マネジメント展開しています。

品質向上のためのQC（Quality Control）活動のハンドブ

ックとして、「業務で役に立つ問題解決の手法　QCストーリー

とQC七つ道具」を発行しており、QC活動はもちろん業務上の

さまざまな問題解決に役立てています。

また、化学物質の管理や品質保証にかかわる中核人財の育

成、お客様の声を活か

す仕組みの構築にも取

り組み、お客様や社会

に安心・安全な製品・

サービスをお届けする

品質保証体制の強化に

日々努めています。

品質管理の体制

施工現場での品質管理：LLQCS

ヘーベルハウス各邸の品質管理はロングライフ住宅品質管理

規定であるLLQCS（Long Life Quality Control System）

に従い、各エリアの工事課で実施されています。

LLQCSは本社が品質検査の仕組みを厳格に規定し、一定の

品質を確保する仕組みです。本社が重要構造部である基礎や

躯体を定期的に現場検査し、各エリアの先導者となるLLQCS

品質リーダー検定や、年次研修カリキュラムにおけるLLQCS検

査力向上教育の実施を通じて、品質確保に努めています。

2023年度は、新設の2階建て専用重鉄新躯体における品質

確保のため、マニュアルを改定

しました。今後もより良い品質

確保のために検査を通じた改善

活動にも積極的に取り組み、各

エリアと本社が一丸となって品

質の向上に努めます。

品質保証・管理のためのIMP会議

旭化成ホームズでは、製品の不具合解決や改善提案を議題

としたIMP会議（IMProvement会議）を半年ごとに開催して

います。

社内改善提案システム「A-KAIZEN」を活用して、製品やサ

ービス、社内ツールなどの改善について毎年1,000件ほどの提

案を受け付け、この会議で検討しています。また商品発売後の

反響や初期不良の有無などについて、1年後、2年後に振り返り

を実施し、品質改善に

つなげています。

2022年度は、5月に

発売した重鉄新躯体の

評価を行い、新たな仕

様・機能を導入して商

品力とニーズ対応力の

強化を図りました。

品質月間

「品質月間」とは、毎年11月に行われている品質向上に関する

活動です。旭化成ホームズは毎年、この活動に参加しており、

63回目となる2022年度は、「私たちがお客様にお届けする“品

質”とは、建物の出来栄えだけではなく、お客様に満足してい

ただくためのすべてを指す」という社長メッセージを踏まえ、各

部門が重点的に取り組むべき目標を掲げ、全社が一丸となって

品質向上に取り組みました。
主催：一般財団法人日本科学技術連盟、一般財団法人日本規格協会、日本商工会議所

発売後1年

品質評価・改善

ＤＥ－１

発売後2年

商品性評価
次期開発課題

ＤＥ－２

改善提案と
ＩＭＰ会議
のフロー

A

C
D

P

商品への
展開

本社審査
（IMP会議）

管轄部門
による

調査・査定

所轄営業
本部による
審査

現場から
問題提起

旭化成グループ 
品質方針

旭化成グループは、絶えず変
化する顧客・社会のニーズを
柔軟に先取りし、安心・安全を
確信できる品質の製品・サー
ビスを実現・提供する。

検査員による厳格な検査

購買先の品質管理

旭化成ホームズの生産技術室では、ヘーベルハウスに供給さ

れる部材の品質向上活動を、購買先であるメーカーと協働で行

っています。年度ごとに目標と活動計画を立て、生産現場の確

認と進捗状況の把握や工場監査による確認・指導などを行っ

ています。2022年度は、自分たちが確信できる品質で現場に

製品をお届けする「確信の品質」活動を展開して「複眼で確認

する体制」を整えました。この体制の下、購買先約100社を訪

問し、その半数近くで定例の品質会議を行うことで、不適合な

どの大幅削減を実現した購買先もありました。また、品質管理

業務にタブレットを導入し、現地完結型の業務に移行すること

で管理の質やスピードの向上に取り組みました。

今後も品質管

理業務自体の見

直しも含めて、生

産技術室が一丸

となって安定供

給と品質確保に

努めていきます。

工場における品質管理

旭化成住工では、省人化やコストダウンを目的としたデジタ

ル・トランスフォーメーション（DX）の一環として、これまで人

の判断を要していた溶接検査の自働化を進めています。瞬時

に正確な判断ができるようデータの蓄積やトライアルを進めて

おり、2023年4月に制震フレームセルラインに「3D溶接検査

システム」を導入しました。その結果、人による判断ミスの撲

滅、検査員の人材不足解消、検査データの保存によるトレーサ

ビリテイの強化などの効果が得られており、旭化成住工の品質

管理レベル向上はもちろん、画像処理に関する技術・ノウハウ

強化も見込んでいます。

今後も「安心・

安 全を確 信で

きる品質」を備

えた製 品の安

定供 給に向け

て、引き続き改

善に取り組んで

いきます。

アフターサービス活動

旭化成ホームズのアフターサービスを担っているのは「ヘー

ベリアンセンター」と「ホームサービス課」です。

ヘーベリアンセンターは、お客様からのご連絡の窓口とな

り、年間約30万件を受電します。ホームサービス課は、年間約

6.5万件の定期点検を中心に、修理手直し工事の管理などを担

っています。「家は建てた後が大事なんだ」という信念のもと、

質の高い定期点検を実施し、お客様の大切な住まいの資産価

値を守っています。

2019年11月からヘーベルハウスおよびヘーベルメゾンの新

築契約物件について、お引き渡し後の定期点検サービスの無

償提供期間を30年間から60年間に延長しました。お客様接

点の強化により、建物のメンテナンスはもちろん、ライフスタイ

ルの変化に応じた改装

や、所有者の世代替わ

りによる住み替えなど

のニーズにも対応し、よ

り安心で快適な生活を

サポートしていきます。

ロングライフサポート点検

旭化成ホームズでは、60年間の定期点検実施によりお客様

の大切なヘーベルハウスの資産価値を守るだけでなく、くらし

のさらなる価値提供を行うため、35年・45年点検に際して「ロ

ングライフサポート点検」を実施しています。

これは、新築やリフォーム、住まいのお手入れから相続のご

相談まで幅広くお話しできる「ロングライフサポート担当」が

実施するもので、お客様が永くお住まいいただく中で、生活面

での困りごとなどを伺い、より快適にお住まいいただくための

ご提案を行います。この点検をきっかけに、その後の住まい

のメンテナンス計画の相談やリフォームのご相談など、多様な

ご依頼につながっており、点検時の満足度は96％に達してい

ます。

今後も資産価値の維持だけ

でなく、くらしを豊かにするた

めの幅広いサービス提供によ

り、お客様の「いつまでもこの

家に暮らしたい」とのご希望に

寄り添っていきます。

購買先の工場における品質確認 VITRONIC製3D溶接ビート外観検査システム

定期点検作業 ロングライフサポート点検の様子

品質活動リスト

営業品質
打ち合わせ品質の向上
打合せプロセス・顧客満足向上
顧客管理品質の向上

設計品質
プラン・スケジュールのFIXによる、基本計画承認時の着工日遵守
外構業務フロー策定とAJEX体制強化、植栽採用率の向上
入居一年時CS向上、LONGLIFEプランの推進

施工品質
平準化による工期確保と検査の徹底
作業標準の普及と徹底
つり荷の下に入らない活動の徹底

アフター
サービス品質

新築/AR/AFR連係による対応品質向とスピードの向上
補償費データと現場の声を合わせたFBの仕組みづくり
デジタルツール（ソフト、ハード共）の活用推進

基本的な考え方
私たちは、お客様に安全・安心で高品質な住まいをお届けするため、工場や施工現場をはじめ、あらゆる場面で品質管理に
努めています。また、ご入居後のお客様や施工現場からの声を取り入れる「改善改良提案制度」も整備しており、さらなる品
質向上を目指して取り組みを行っています。
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基本的な考え⽅
私たちは、「世界の人びとの“いのち”と“くらし”に貢献します」という旭化成グループミッションの下、「Vision for 2030」を
定め、お客様、社会、社員にとって真に価値ある会社への成長を目指しています。この実現のために、透明・公正なガバナンス
体制を整備し、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に取り組みます。

三現主義と旭化成グループ行動規範

旭化成グループは、社会から常に信頼される企業を目指すうえ

で、「現場」に赴き、自らの目で「現物」を確認し、「現実」を知るとい

う「三現主義」を徹底しています。社員一人ひとりが旭化成グル

ープの一員として正しく判断・行動できるよう、2017年4月に「旭

化成グループ行動規範」を制定しました。これは、コンプライアン

スを踏まえて事業を遂行するための判断基準を具体的に示した

もので、社員にとっては日々の基本行動の拠り所となります。今

後も行動規範の徹底のために、Cs Talk（P42参照）の実施やe

ラーニングの活用など全社員への定期的な教育や実践的な活

動を続けていくことと併せて、社会の要請、情勢の変化などを踏

まえ、その有効性を保てるように、継続的にこの行動規範を見直

していきます。

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス体制図

連携

監査　

監査

監督

監督　

監督

監査

監査

報告

監査

業務執行

監査 監督

監査

監査

連携
業務執行

監督

取締役会

旭化成ホームズ（事業会社）

旭化成（事業持株会社）

監査役会

選任
監査

経営会議
社長

リスク・コンプライアンス委員会
（コンプライアンスホットライン）

環境安全・品質保証委員会

報酬諮問委員会
指名諮問委員会

取締役会

選任 選任

監査役（常勤・非常勤）

株主総会

会
計
監
査
人

旭化成グループ行動規範の概要
1.  “いのち”と“くらし”に貢献するために 

安全・環境・高品質を確保する

2.  私たちを取り巻く様々な関係者の 
皆さまとの“誠実”な関係を維持する

3.  経営資源を適正・有効に活用する

� 旭化成グループ行動規範（冊子）

情報交換

7営業本部
各スタッフ部門

業務監査部

総務部（法務・BCP・コンプライアンス）

技術渉外部

人事部

サステナビリティ企画推進部

社長
経営会議

私たちは、社会の一員として、社会規範を遵
守することが企業の責任であると考え、適切
かつ健全な業務遂行を行います。
また、当社の知識や経験を活かして地域や
社会の発展に貢献するため、ステークホルダ
ーの皆様とのコミュニケーションを積極的に
行っていきます。

OurOur
IntegrityIntegrity

関連する社会課題
■ステークホルダーエンゲージメント
■サプライチェーンマネジメントの強化
■コンプライアンス経営の推進
■情報セキュリティの確保と個人情報保護

気候変動をはじめ多様な社会課題が顕在化
する中、企業が持続的に成長・発展し企業価
値を向上するためには、経営基盤の強化が求
められています。旭化成ホームズグループは、
事業を通じて、お客様と共にサステナブルな社
会の実現に貢献したいと考えております。ま
た、将来にわたって事業を継続し、価値を創出
し続けるためには、ステークホルダーの皆様か
ら信頼される企業であることも必要です。

旭化成ホームズグループの事業には、建設業
法をはじめ、さまざまな法令が深くかかわって
います。法令遵守は企業経営の基本であり、お
客様の安心・安全にも直結します。さらに、ス

テークホルダーの皆様との関係の維持・向上
や、健全なサプライチェーンの確保のためにも、
事業にかかわる全員が高い意識を持って法令
以上に誠実な事業活動を行うことが重要です。

これまで旭化成ホームズグループでは、「旭化
成グループ行動規範」の理解・浸透のための従
業員間の対話やｅラーニングなどを実施してき
ました。これからも引き続き、業務に関する法令・
諸規則だけでなく社会的規範や社内ルールを遵
守し、社員一人ひとりがグループバリューに掲げ
ている「誠実」を軸に、誰に対しても「誠実」である
ことを基本姿勢として、ステークホルダーの皆様
と共に、健全な事業活動を行ってまいります。

担当役員からのメッセージ
Voice グループバリューに掲げる「誠実」を

事業にかかわる一人ひとりが徹底します。

執行役員
コンプライアンス推進・業務監査担当
総務部長

阿萬 恭之
Yasuyuki�Aman
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木材調達における取り組み

地球温暖化や森林環境破壊といった環境問題の深刻化を受

けて、環境保全に対する取り組みが重要度を増しています。旭

化成ホームズでは責任ある木材調達を推進するため、「合法伐

採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（通称クリーンウ

ッド法）」に基づく第二種木材関連事業者に登録しています。

社内運用規定として「木材グリーン調達方針」を掲げ、森林生態

系の保全に配慮した調達を確保するため、毎年、取引先に対し

て木材調達の実態調査を実施するとともに、必要に応じて現

地確認を行っています。併せて、国産材の利用率向上にも積極

的に取り組んでおり、取引先と共に床材基材の国産材への切り

替え検討を進めています。

今後も責任ある調達と管理を継続し、森林生態系の保全に

配慮した木材利用の確保を目指した取り組みを進めます。

過去仕様部材を活かしたリフォーム工事

旭化成リフォームは、「永く住み続けたい」というお客様に安

心・安全・快適な住まいを提供することでロングライフ住宅を

実現するだけでなく、お客様の家族構成やライフスタイルの変

化に合わせたくらしの提案をすることで、LONGLIFEに貢献

するリフォーム事業を担っています。近年では、省エネや循環

型社会実現などの観点から、窓の断熱改修やフルリフォームも

増えてきています。新築請負事業のヘーベルハウスの構法や

デザインが、これまで技術革新や環境変化で幾度となく刷新

されてきた一方で、既存の躯体を活かすリフォーム事業では、

建物が建設された当時の部品・部材が必要になることがあり

ます。このため旭化成リフォームでは、現在では使用されてい

ない「過去仕様」の内装設備のメンテナンス部品や躯体（壁・鉄

骨）の一部部材についても、サプライヤーと情報共有、社内で

一元管理することで、

お客様に安心・安全・

快適な住まいを提供し

続けられる体制を確立

しています。 築24年のヘーベルハウス躯体

サプライチェーンマネジメント

「緑の会」連合会

旭化成ホームズ「緑の会」連合会は「社会に良質な建物を長

期的かつ安定的に供給する」方針の実現を目指して組織された

会です。各営業本部の技術部長と、地区工事店の代表者を中

心に、「会員相互の親睦」「自然災害発生時の相互応援体制の

構築」などを目的とした活動を続けています。

毎年11月には活動報告を兼ねた連合会総会を開催していま

す。2022年度は、2年ぶりに会員全員が都内の会場に集合し

た総会を開催し、災害応援訓練の実施計画や、施工人財の採

用・育成をテーマに、より深い意見交換ができました。併せて

希望者による親睦会も開催しました。

2022年11～12月には、総会での意見も参考に、旭化成ホー

ムズ建設技術教育センター（P35参照）で「プレハブ建築科内

装施工初級訓練」を実施しました。各エリアから経験2～3年

目の若手施工者6名が受講しました。受講者からも好評で、今

後も継続して開催予定です。

また、2023年1月には、同会の計画・運営による「自然災害

初期対応訓練」を実施しました。災害レベル3の風水害を想定

し、初動対応のための必要人員数を確保するという内容で、全

国の営業本部が参加し、訓練後は各地区内で反省会が行われ

ました。より実効性のあるものにするため、今後も継続的な訓

練実施を予定しています。

2023年度の活動は、リモート開催による総会、2回目となる

災害対応訓練、集合研修会と懇親会の開催を計画しています。

物流労働環境の改善

旭化成ホームズでは、時間外労働の上限規制など働き方改

革関連法の施行に伴う「物流の2024年問題」に対応するため、

2019年度から輸送価格を段階的に見直すとともに、合積みや

荷姿変更などの効率化および車両の大型化を進めてきました。

併せて、ドライバーの拘束時間短縮のため、高速道路の利用や

トレーラーの活用、モーダルシフト（JR・RORO船）を推進して

います。施工現場や工場では「持ち戻りや搬入日変更の削減」

など無駄な輸送を削減する活動に注力しており、今後は待機

時間の削減にも取り組みます。

また、1台で2両のコンテナを輸送する「ダブル連結トラック」

の導入により、車両台数およびドライバー数の削減、運転時間

の削減、CO2排出量の削減を図っています。この取り組みによ

り、2022年度には国土交通省から「令和4年度物流パートナー

シップ優良事業者表彰」として「物流構造改革表彰」を、一般社

団法人日本物流団体連合会主催の第24回物流環境大賞にお

いて「特別賞」を受賞しました。

今後もこうした取り組みを推進し、社会的に懸念されるドラ

イバー不足への対

応はもちろん、物

流現場における労

働環境の改善や

脱炭素社会の実

現にもつなげてい

きます。

パートナー会社との協働によるサプライチェーン管理

幅広い産業でグローバル化が進む現在、サプライチェーン管

理の難易度が高まっています。特に近年のコロナ禍やウクライ

ナ情勢など、国際社会が不安定な状況下では、原材料価格の高

騰や地政学リスクの増大、労働力不足や取引先企業の事業撤

退などにより、製品だけでなく資材を調達するのも難しい場面

がありました。

旭化成ホームズの購買・生産技術部では、こうした状況下で

も、お客様への影響を最小限にするため、パートナー会社と協働

して迅速かつ確実に課題解決を図っています。例えば、入手困

難になった原材料の代替対応や、生産拠点の変更・海外から国

内への移転などを行う際も「4M（Material材料/ Machine

機械/Method方法/Man人）変更」の管理を徹底し、本来要

求されている性能や品質を確実に担保しています。

4M変更では、まずパートナー会社に「製造条件報告書」を作

成いただき、当社で法令確認やリスク評価を実施したうえで、

初品検査・初期流動の確認を行うこととしており、パートナー

会社の協力が不可欠です。2022年4月からは、同報告書を電

子化（Microsoft Power Apps）し、新規登録や変更管理履

歴などを一元管理しています。これにより、関係部署間での情

報連携が円滑になるとともに、現地検査でのタブレット活用に

より、グローバル化したサプライチェーンでも性能や品質を迅

速かつ確実に確認できるようになりました。

今後もパートナー会社とのWin-Winな関係づくりがBCP

（事業継続計画）における重要方針と考え、さまざまな工夫によ

りパートナー会社との協働体制を整備・強化することで、サプ

ライチェーン全体の管理を徹底します。

プレハブ建築科内装施工初級訓練 自然災害初期対応訓練

「物流構造改革表彰」で授与された表彰状ダブル連結トラック

パートナー会社ごとの情報連携ページを開設Power�Appsによる進捗管理の「見える化」Power�Appsによる承認フロー管理

木材グリーン調達⽅針
●❶ 合法伐採木材を調達する
　 （森林供給源が明らかで、適切に管理された木材）
●❷ 森林生態系の保全に配慮した木材を調達する
　  （森林生態系や貴重な天然林等を破壊しない伐採による木材）
●❸  絶滅の恐れがある樹種（絶滅危惧種）以外の木材を調達する
　 （国際条約で制定されている絶滅危惧種以外の木材）

基本的な考え⽅
私たちが行うさまざまな事業活動は、自社の社員だけでなく、部材を提供するメーカーや流通を支える物流会社、施工を請
け負う工事店など、多くの取引先との協働によって成り立っています。取引先の皆様とのつながりを大事にし、コミュニケー
ションを充実させることで、信頼できる品質と商品をエンドユーザーの皆様へお届けしています。
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CsTalk（コンプライアンス意識の向上）

「CsTalk」（シーズトーク）とは、日常業務の中で起こりうる

法令関連、人事関連、情報管理などのコンプライアンス問題に

ついて、社内で作成した事例と解説を使って部署ごとに読み合

わせや意見交換を行う、旭化成グループ独自の仕組みです。旭

化成ホームズでは、行動規範の周知と理解促進、コンプライア

ンス意識の向上、職場内コミュニケーションの向上を目的とし

て、全社員を対象に毎年実施しており、社員が身近にある問題

に気づく機会としています。

2022年度は「ハラスメント」「お客様との関係」「業務上の不

正」をテーマに6回にわたり開催しました。

施工管理部の活動

業務監査
旭化成ホームズの施工管理部は、定期的な本社業務監査に

より下請業者との契約書面や工事監理業務などをチェックし、

建設業法・建築士法遵守の状況を確認しています。

施工コンプライアンス教育
現場管理における法令遵守を目的に、労働安全衛生や建設

業法など施工に関係の深い法令を中心とした動画教育や業務

に即したテストを実施しています。その結果を踏まえた振り返

りを行うことで法令知識の定着を図っています。

第三者的視点での現場品質検査
本社部門である品質グループでは、現場品質が確保されて

いることを独立した立場で確認するため、全施工チームを対象

に、重要工程の基礎、躯体の抽出検査を行っています。2022

年度は、重量鉄骨系の新商品が導入されたことを踏まえ、工事

課と一体になって重点的に指導を行いました。

2022年度実施テーマ 
実施 テーマ

1 2022/4 ハラスメント パワハラ・内部通報制度
2 2022/6 お客様との関係 顧客との違法な約束
3 2022/7 業務上不正 業務上横領
4 2022/8 お客様との関係 不正値引き等
5 2022/10 業務上不正 業者からのキックバック
6 2023/1 お客様との関係 損害の自費負担等

コンプライアンス・リスクマネジメント

監査・ヒアリング

旭化成ホームズでは、環境安全・品質保証にかかわる5つの

テーマに基づき、毎年1～2回、全国7営業本部、7関連会社のヒ

アリングを実施し、全社活動のPDCAを確認することでリスク

低減を図っています。

2022年度は社員労災の削減に注力しました。全社員向け

に転倒防止に特化したeラーニングを実施し、延べ8,000名以

上が受講しました。また、住宅展示場の安全パトロールや担当

者への声掛け、労災事例の水平展開などにより、労災件数を

2021年度比で半数以下に抑えることができました。

内部通報制度

旭化成グループは、コンプライアンス違反に関する情報を速

やかに把握し、対策を講じることを目的として、内部通報制度 

「コンプライアンスホットライン」をグループ内共通の制度とし

て運用しています。通報や相談は匿名・実名どちらでも可能と

し、メールや電話、封書など多様な手段で受け付けており、イ

ントラに加えて外部の弁護士事務所も窓口としています。また

2022年6月より、外部サイトからもアクセスできる仕組みとし、

より通報がしやすい環境を整えています。併せて、CsTalkで

内部通報制度についての理解を深め、通報者に対して不利益な

取り扱いが行われないための措置を講じています。

内部通報制度の運用例
匿名でイントラネット通報し、通報内容が事実であった場合

通報 調査

是正指示
調
査
指
示

通
報
内
容

報
告

担当役員

事務局

通報者（匿名可） 発生部場

労災防止のeラーニング

ICTを活用した情報セキュリティ教育

旭化成グループでは、情報セキュリティ強化の一環として、

社員に対する情報セキュリティ教育を継続的に実施していま

す。近年では「情報セキュリティハンドブック」の配布に加え、

インターネットを介して“いつでもどこでも何度でも”学習でき

るeラーニングを積極的に活用しています。

旭化成ホームズのeラーニングシステムでは、情報セキュリテ

ィなど重要な教育内容を「必須受講」の扱いにすることで、実

施率100％を実現しています。

2022年12月からは、新たな教育のツールとして旭化成グル

ープ独自のeラーニングシステム「CLAP（Co-Learning 

Adventure Place）」の運用を開始しました。「CLAP」では外

部eラーニングシステムとの連携により、数千以上から学習す

るテーマの選択が可能です。社員のリスキリングツールのプラ

ットフォームとして、情報セキュリティ教育の徹底と併せて、活

用を推進していきます。

BRIDGEでの図面のデジタル管理

BRIDGEは、ヘーベルハウスに関する図面・文書の保管・閲

覧や確認依頼業務の効率化を目的に、2019年度に独自開発し

たシステムです。「いつでも・どこでも・だれでも」をコンセプト

に、電子化した図面・文書を一元管理します。

BRIDGEに登録された文書は、PCだけでなくタブレット端

末からも閲覧・確認依頼でき、手書きノートアプリと連携する

ことで電子データ文書に打合せ内容を朱書きできるなど、現場

の業務効率向上とペーパーレス化に貢献します。

一方で、BRIDGEに登録される文書は大切なお客様の情報

にあたるため、担当者と厳選された社内関係者以外のアクセス

を制限し、関係会社への依頼文書以外は閲覧できないなどの

閲覧制御を徹底しています。このように、利便性も確保しつつ、

アクセス制限・閲覧制御をか

けることで、大切なお客様の

情報を適切に管理しています。

ITリテラシー向上への取り組み

DX推進に向けて社内のIT基盤整備が進む中、その効果を

最大限に発揮し、情報を正しく取り扱ったうえで生産性向上に

つなげるためには、社員一人ひとりのDX・ITリテラシー向上が

不可欠です。そのため旭化成ホームズでは、2022年9月から

翌年2月にかけて、所属長を中心とした組織的な活動として

「DX・ITリテラシー向上活動」を実施しました。

「自ら楽しく継続して学びながらリテラシーを向上させる」と

いう方針のもと、DX・ITに関する疑問を短時間で解消できる

よう、実際の業務でのIT利用シーンをイメージできる動画・

PDFを作成し、月に2回の頻度で配信しました。

活動終了後のアンケート結果では、80％近くの社員が「時短

につながった」などの効果を実感しており、本活動を通じて社

員のDX・ITリテラシーが向上したことが確認できました。

A-Skaiによるエビデンス消失防止

旭化成ホームズは、各工事における施工記録を保管する

「A-Skai工事報告書システム」を2018年から導入しています。

このシステムは、各工事の検査内容を記したチェックシートや

写真データを、携帯タブレットを利用して現場からリアルタイム

で登録できます。また、施工記録を一元化した電子データで保

管することで「検査→チェックシート作成→検収・承認→アフ

ター部場への引き継ぎ」のフローをシステム内で完結でき、入

居後のメンテナンスやお客様問合せ対応に活用できます。こう

した機能から、施工現場の品質維持に加え、建物の情報・エビ

デンスを確実

に残し、お客

様の安心を支

える役割を果

たしています。

現場における検査

現場でチェックシート作成・施工写真の添付

工事担当・工事課長による検収・承認

チェックシートの提出状況などの管理

　施工記録等をメンテナンスなどに活用

自動引継ぎ

アフター部場

新築部場

報告書
A-Skai

電子化

A-Skaiによるデータ共有の仕組み

情報セキュリティ

● 環境安全・品質保証
活動の5つのテーマ

1．労働安全衛生
2．保安防災
3．環境保全（地球環境）
4．健康
5．品質保証

基本的な考え⽅
適切かつ健全な事業運営のためには、コンプライアンス・リスクマネジメントが重要と認識しています。リスク管理と有事に
おける対応の基本的な事項について定められた「グループ リスク管理・コンプライアンス基本規程」の方針・規程に従って、
コンプライアンスリスクの把握と管理、行動指針の浸透に向けた教育などを継続的に行い信頼向上に努めています。

基本的な考え⽅
私たちは、事業活動において情報セキュリティリスク対策は重大な経営課題と認識しています。巧妙化・高度化するサイバー
攻撃を防ぎ、安全な事業活動を継続するため、情報セキュリティ事故の防止や、社員のITリテラシー向上のための教育などを
継続して行っています。

42 43

W
ith Environm

ent
W

ith C
ustom

er
W

ith Em
ployee

O
ur Integrity



地球教室「かんきょう一日学校」

朝日新聞社「地球教室」プロジェクト
環境保全や省エネ志向が高まる中、次代を担う子どもたちへ

の良質な環境教育が求められています。朝日新聞社では、

2008年から小学生を対象とした環境教育プロジェクト「地球

教室」を開催しており、旭化成グループは当初から協賛を続け、

教材作成やイベント開催に協力しています。

2022年度は、同プロジェクトの一環として9月23日に「かん

きょう一日学校」が開催されました。会場とオンラインでのハ

イブリッド開催となり、会場となる東京・有楽町朝日ホールに

集まった約80組の親子に加えて、全国から約180名の小学生

がオンライン参加しました。

当日は、旭化成ホームズ LONGLIFE研究所所長の河合慎

一郎が「長持ちする家は地球にやさしい」をテーマに出張授業

を行い、参加した子どもたちからの関心を集めました。

今後も、「次世代育成」の観点から社会課題の解決に貢献す

べく、子どもたちの環境への興味・理解を深める活動を支援し

ていきます。

「かんきょう一日学校」の出張授業
出張授業では、数十年後も安心して暮らせるサステナブルな

住まいを目指す「ヘーベルハウス」を参考にして、子どもたちに「な

ぜ長持ちする家が地球にやさしいのか」を学んでもらいました。

まずは日本の二階建て住宅の平均寿命について質問し、欧

米に比べて短い「約28年」との答えに、驚きの声が上がりまし

た。「イギリスで家を建ててから壊すまでの間に、日本では2回

家が壊され、そのたびにごみが出て、CO2も出ます。1軒の家
を建て替える際のCO2排出量は3万5千kgで、人間一人が1年

間に排出するCO2の約100人分に相当します。家を永く大切

に使うことは地球を守ることにつながることが分かります。」との

説明に、子どもたちは大きく頷いていました。

また、「長持ちする家」にするためにヘーベルハウスが行う3

つの取り組み「災害に負けない家をつくる」「きちんと手入れを

する」「次の人に引き継ぐ」を紹介するとともに、永く住み続けら

れる街づくりには「人と人のつながりも大切」とのメッセージを

伝えました。

授業後は、子どもたちが自ら地球の未来のためになる理想

の家や街について考え、班ごとにまとめたアイデアを発表し

ました。アイデアを出し合い、発表する真剣なまなざしから、

この出張 授 業が

子どもたちにとっ

て、地球環境を身

近にとらえる貴重

な学びの場になっ

ていることが見て

取れました。

社会貢献活動
「あさひ・いのちの森」のホタルまつり

「あさひ・いのちの森」（P27参照）では、生物多様性の保全と

地域社会への貢献活動の一環として、旭化成富士支社の主催

により、毎年5月末～6月初めに「ホタルまつり」を開催していま

す。2023年は感染症拡大防止対策として来場者を「社員とそ

の家族限定で予約制」とし、5日間で約900人の方が参加し、

夜の森に舞うホタルを鑑賞しました。

ホタルが成虫となって飛翔するのは、わずか一週間であり、

ホタルまつりは、その限られたひと時を鑑賞できる貴重な機会

です。

今後も、ホタルまつりや森を使ったイベントなど、自然とのふ

れあいの場を提供し、地域の方々と共に生物多様性への取り組

みを推進します。 

富士市中学校の企業訪問学習への協力

旭化成ホームズ住宅総合技術研究所では、旭化成富士支社

が主催する富士市立中学校の企業訪問学習に賛同・協力して

います。コロナ禍により2年振りの開催となった2022年度は、

33名の生徒をお迎えしました。

モデルハウスでは、居住者の楽しいくらしをイメージできる

空間内でヘーベルハウスの特徴を説明し、多くの質問をいただ

きました。研究開発棟では、実験施設を自身で体感いただく

とともに、研究開発に携わる所員と接することで、働くことの

意義や研究開発のやりがいを感じてもらいました。見学後に

は、生徒全員で作成した感想・意見をまとめたポスターが寄贈

され、所内に掲示して所員と共有することで、研究活動の意欲

向上につなげてい

ます。

今後もこうした

企業訪問学習をは

じめ、地域社会へ

の貢献活動を継続

していきます。

工場で伐採した樹木で制作した遊具の寄贈

旭化成住工滋賀工場の西側には、これまでの植樹活動によ

る森林が育っています。植樹した木々は高さ10ｍほどまでに

成長しており、適正な間隔を維持して森林の健全な生育を育む

ために、またカラスなど鳥害による製品への悪影響を防止する

目的もあり、間伐を実施しました。

間伐した木々については、そのまま廃棄するのでなく、有効

に活用する方法を検討して、木の遊具「木たまご」を制作して、

工場近隣の幼児園に寄贈しました。寄贈先からは、木たまごで

遊ぶ園児たちの写真とともにお礼の手紙をいただくなど、地域

の方々からも好評を博しています。

今後も事業

活 動 に 限 ら

ず 、地 域 の

方々の笑顔に

つながる活動

への取り組み

を推進してい

きます。

地域スポーツ団体と連携した清掃活動

旭化成ホームズ埼玉西支店は、地元・川越市を拠点にJリー

グを目指す「COEDO KAWAGOE F.C」を応援・協賛する

とともに、同チームが「COEDO活動(ホームタウン活動)」の一

環として継続的に行っている清掃活動「KAWAGOEクリーン

ウォーキング」に地域の企業と共に参加しています。

この活動は、ごみ拾いなどの清掃活動よって川越の景観を守

ることを目的としたものです。活動に参加した理由は、清掃活

動を通して、地域に根付き貢献できるような企業でありたいと

思ったことがきっかけです。

同支店では、COEDO活動のほかにも地域におけるさまざ

まな活動に参加予定のため、今後も地域の方々との交流や異

業種コミュニケーションを通じて「地域の活性化につながるシ

ナジー創出」を目指します。

木たまごを寄贈した幼児園からのお礼の手紙

KAWAGOEクリーンウォーキングの参加者研究所を見学する中学生たち埼玉県の小学校で行われた出張授業の様子（写真提供：朝日新聞社）「かんきょう一日学校」について報じる朝日小学生新聞

東京・有楽町朝日ホールでの授業の様子（写真提供：朝日新聞社）

各班を回って子供たちにアドバイスする河合所長
（写真提供：朝日新聞社）

「あさひ・いのちの森」に
放流されたホタル

感染症対策のもとに実施された
2023年度のホタルまつり

基本的な考え⽅
私たちは、事業活動を行うにあたり、地域社会と良好な関係を築き、地域の課題解決や発展に寄与することは企業の社会的
責任であるととらえています。事業活動や研究を通して得た知見や技術を活かし、地域でのイベント開催や学校教育への支
援等を通じて、今後も継続的に地域社会に貢献していきます。
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旭化成ホームズ株式会社 サステナビリティ企画推進部
〒101-8101　東京都千代田区神田神保町一丁目105番地（神保町三井ビルディング）

FAX.03-6899-3440

https://form.asahi-kasei.co.jp/homes/pub/j-koho/sustainable

サステナビリティレポート2023アンケート
ご意見・ご感想をお聞かせください。

「サステナビリティレポート2023」をお読みいただきありがとうございました。
今後の活動を推進するとともに、より分かりやすいレポートを作成するために皆様からのご意見・ご
感想をいただければ幸いです。お手数ですが、右記二次元バーコード（または下記URL）のアンケー
ト専用サイトにてご回答をお願いいたします。

2023年8月15日旭化成ホームズ株式会社
代表取締役社長　川畑　文俊　様

「サステナビリティレポート2023」に対する
第三者意見報告書

1．レビューの概要と観点
「サステナビリティレポート2023」において特集として取りまとめられている貴社の「サステナビリティの推進とマテリアリ

ティ」に関する取り組みについて、記載情報が事実に相違ないことを前提としてレビューを実施しました（※1）。このレビューに当
たっては、資源循環を考慮した建築生産システム等について長年研究されてきた角田誠氏（東京都立大学教授）に、建築・環境技
術面からのアドバイスを頂戴しています。

2.意見（レビュー結果）
まず、貴社が設立50周年を迎えられ、旭化成グループとしても100周年を迎えられましたこと、お祝い申し上げます。
これまで貴社は順調に成長されてきましたが、社長がトップメッセージで、成長の要因として、素材メーカーならではの質の

良い住宅づくりを目指すという創業当初からの方針があったこと、「ロングライフ住宅」というサステナブル住宅を創業当初か
ら社会に提案してきたこと、さらには社員が事業を通じてお客様とともに社会課題の解決に貢献しているという意識があった
ことを挙げられています。このような貴社の一貫した取り組みが現在の成長に繋がっていると考えられます。

本年度のレポートでは、サステナビリティに対する重要度が高いマテリアリティ（重要課題）を４つのテーマ（「With 
Customer」「With Environment」「With Employee」「Our Integrity」）に分けて、これらのテーマのもとに貴社の取り組
みを整理し報告されています。昨年まではCSR（企業の社会的責任）方針に基づき事業活動が推進されてきました。今回は貴社及
びステークホルダー双方に共通する、重要度が高い社会課題のなかからマテリアリティを改めて抽出・特定することにより、サ
ステナビリティ実現のために取り組むべき課題がより明確に示されるようになりました。以下に特集及び各マテリアリティに
対する取り組みについて、意見を述べます。
（１）特集「サステナビリティ活動の推進とマテリアリティ」

・ グループ全体の活動を統括するサステナビリティ委員会、推進組織としてのサステナビリティ企画推進部を設置し、こ
れまで以上にサステナビリティへの取り組みに対するガバナンスを強化されたこと、さらに新たにマテリアリティの
特定に取り組まれたことを評価します。貴社の既存のガバナンスシステムと共に、効率的かつ効果的な取り組みがなさ
れることを期待します。

（２）With Customer
・ 本年度は、住まい手の住空間のニーズに応える、堅牢性の高い「重鉄制震・デュアルテックラーメン構造」を採用した商

品を多数発表されました。持続性の高い安全・安心な住宅を供給し続けてこられたことは、社会のレジリエンス性の向
上にも貢献するものであり、高く評価できます。

・ 災害に対する住宅の性能向上だけでなく、発災後の被災状況のデータを収集し、アフターフォローに活かす防災情報シ
ステム「LONGLIFE AEDGiS」を完成され、貴社の全エリアで運用を開始されたことは高く評価できます。さらなる
展開として、収集されたデータを顧客のみに活用するのではなく、広く社会全体のレジリエンス向上に資する取り組み
を期待します。

・ 新しい知財情報解析として、社会ニーズやトレンドの把握、解析に「IPランドスケープ」を活用し、既にその成果がRE100
達成にも寄与した「Ecoレジグリッド」の開発に活かされており、DXの推進に取り組まれていることも評価できます。

（３）With Environment
・ 当初、RE100達成の目標年度を2038年に掲げられていましたが、2023年度には「ヘーベル電気」によって貴社の事業

活動に伴う電力消費を100％再生可能エネルギーで賄うことができる見通しとなり、RE100の大幅な繰り上げ達成は
特筆して高く評価できます。グループ企業の旭化成住工においても使用電力の100％再生可能エネルギー化の推進に
取り組まれるなど、より一層の取り組みの推進が実施されていることも評価できます。

・ ヘーベルハウスのZEH化率が、2021年度の67%から本年度では81％に大幅に向上されたことも高く評価できます。
着実な取り組みの継続により2025年までに85％をZEHとする目標達成の実現を期待します。

・ 既に新築現場での産業廃棄物は全量再資源化され、ゼロエミッションを達成していることは評価できます。今後リ
フォーム等の改修工事においても、新築での取り組みを応用したゼロエミッション化を期待します。

（４）With Employee
・ 「出生時育休制度（産後パパ育休）」、女性管理職の増加のためのキャリアサポート、同性パートナー向け制度、「パパ＆プ

レパパセミナー」、「育仕両立支援プロジェクト（イクシモ）」など、積極的なジェンダーフリーの取り組みが推進されて
おり評価できます。

（５）Our Integrity
・ DX推進では、eラーニングシステム「CLAP」の導入や、「DX・ITリテラシー向上活動」の実施による情報リテラシーの

向上、「BRIDGE」での図面管理におけるアクセス権限の徹底、「A-Skai」によるエビデンス消失の防止などの対策が講
じられていることは高く評価できます。また、「With Employee」に挙げられていた「3D溶接検査システム」における
データのトレーサビリティなどの情報セキュリティリスクへの対策も効果的であると判断されます。

3.今回のサステナビリティレポートの総合評価と今後への期待
社会が特に企業に求める重要課題である「With Environment」に対し、本年度はRE100の達成見込み、ZEH住宅供給の大

幅な向上など大きな成果を上げられており、特筆して評価できます。さらに持続可能な社会のための意欲的な取り組みをされる
ことを期待します。
「With Employee」 や「Our Integrity」に対しては、可能なものは実績評価指標を設けることにより毎年の達成率を示し、

取り組みの成果がわかりやすく報告されることを期待します。

（※1） 本報告書は、環境省の「環境報告ガイドライン」における第三者保証や、GSSBによる「GRIスタンダード」における外部保証を行ったものではありません。

一般財団法人　日本建築センター
理事長

東京都立大学　都市環境学部
建築学科教授

理事長　橋本　公博

橋本様、角田様には貴重なご意見をいただき、心より御礼申し上げます。
当社グループは昨年度よりサステナビリティを経営のひとつの軸とするため、推進体制の整備、マテリ
アリティの特定などの基盤づくりを行い、今号はそれを特集として取り上げ、併せてさまざまな活動を
マテリアリティに沿った形で説明する構成としました。
それぞれの活動内容、特に目標を繰り上げてのRE100達成やZEHの推進、DX推進について高い評価
をいただいたことはとても光栄なことと感じています。また、LONGLIFEの実現を目指してこれまで
積み重ねてきたレジリエンス向上の取り組みについて、社会的に非常に大きな意義のあるものとして
今後への期待を込めたコメントをいただきました。自信を深めると同時に、責任の重さを再認識して
しっかりと推進していきたいと思います。
さらに、社員がいきいきとやりがいを持って働き成長できる風土・環境を築くこと、これまでと変わら
ずすべてのひと、もの、ことに誠実な姿勢で臨んでいくことにも注力していく所存です。これからもご
指導よろしくお願いいたします。
私たちは、事業を通じて持続可能な社会の実現に貢献し、「人々に必要とされ、感謝され、愛され続ける
企業」を目指します。

旭化成ホームズ株式会社 
サステナビリティ企画推進部長 

（兼）旭化成株式会社  
サステナビリティ推進部
武藤　一巳

第三者意見を受けて
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旭化成株式会社（本社：東京都千代田区、
社長：工藤 幸四郎）と旭化成の5事業会社

（旭化成エレクトロニクス、旭化成建材、旭
化成ホームズ、旭化成ファーマ、旭化成メデ
ィカル）は、経済産業省と日本健康会議が
共同で実施する「健康経営優良法人2023
～ホワイト500～」に認定されました。

「健康経営優良法人～ホワイト500～」を認
定する「健康経営優良法人認定制度」は、
健康課題に則した取り組みや健康増進の取
り組みをもとに、特に優良な健康経営を実
践している法人等を顕彰する制度です。

「健康経営優良法人2023
（大規模法人部門）ホワイト500」に認定（P32）

2023

旭化成株式会社および旭化成ホームズ株式
会社による「あさひ・いのちの森」活動が、
2019年10月に「公益財団法人 都市緑化機
構」が運営する「緑の認定制度」『SEGES（シ
ージェス）：社会・環境緑地評価システム』に
おいてSEGES評価・認定委員会での審議
を経て、SEGES そだてる緑「Excellent 
Stage3」に認定され、2023年もこの認定を
継続しました。

※SEGESとは、（公財）都市緑化機構が運営する、企業等によって創出された良好な緑地と
日ごろの活動、取り組みが地域生態系の保全、良好な景観の保全と創出など社会・環境に貢
献していることを、第三者委員会により評価・認定する制度のことです。

緑の認定制度
SEGES そだてる緑「Excellent Stage3」認定を継続（P27）

旭化成不動産レジデンス株式会社が設計・
施 工した「 アトラスタワー五 反 田 」が、
ABINC認証事業所（サイト）集合住宅版に
認定されました。
ABINC認証は、いきものと人が共生でき
る仕組みを創造し、科学的・技術的に検証
し、「事業化」を推 進することを目的に、
JBIB（一般社団法人企業と生物多様性イ
ニシアティブ）が開発した、いきもの共生事
業所Ⓡ推進ガイドラインの考え方に沿って
計画・管理され、かつ土地利用通信簿で基
準点以上を満たし、当審査過程において認
証された事業所のことです。

「いきもの共生事業所®」に認証
（ABINC認証）

旭化成ホームズ株式会社 / 旭化成不動産レ
ジデンス株式会社 / 株式会社コネプラの共
創による、コミュニティアプリ「GOKINJO

（ゴキンジョ）」が、2022年度グッドデザイン
賞を受賞しました。GOKINJOはコミュニ
ティを土台とし、管理の効率化や、データベ
ース化をすることで実現。持続可能なマン
ション運営を推進します。いざというときの
避難対応にはコミュニティの醸成度合いが
重要となり、使いやすいアプリを入口にする
ことで、居住者の程よいご近所付き合いを
デザインします。

人と人とのちょうど良いつながりをつくる
「GOKINJO」がグッドデザイン賞を受賞

研究開発
主な

グループ
会社

旭化成不動産レジデンス株式会社
旭化成リフォーム株式会社
旭化成住工株式会社
旭化成住宅建設株式会社
AJEX株式会社
旭化成ホームズフィナンシャル株式会社
旭化成ライフライン株式会社
旭化成設計株式会社
旭化成ホームズ少額短期保険株式会社
リーシュライフケア株式会社
旭化成不動産コミュニティ株式会社
旭化成不動産サポート株式会社
旭化成住工ベトナム有限会社（AJV）
NXT Building Group（豪州）
Synergos Companies（米国）
台灣旭化成都市開發股份有限公司

旭化成ホームズ株式会社
くらしノベーション研究所
机上の空論でなく、実邸調査を通じた現場
主義から生まれる住ソフトで新しいくら
しをデザイン
□二世帯住宅研究所 
□共働き家族研究所
□ロングライフ住宅研究所
□シニアライフ研究所
住宅総合技術研究所
旭化成グループが持つ、世界トップレベル
の技術開発を背景に住まいのLONGLIFE
を実現

旭化成不動産レジデンス株式会社
マンション建替え研究所
業界トップクラスのマンション建替え実
績を持つ専門集団

会社概要

組織
事業所 営業本部 … 7、   支店 … 54（2023年4月現在）
主な工場 旭化成住工株式会社　滋賀工場、厚木製造部

旭化成住工ベトナム有限責任会社

社名 旭化成ホームズ株式会社
所在地 〒101-8101東京都千代田区神田神保町1-105神保町三井ビルディング
設立 昭和47年（1972年）11月
資本金 32.5億円
売上高 8,592億円（2023年3月期連結）
従業員数 7,612人（2023年3月末現在・連結）
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6,448

4,035

7,865
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8,592

主な販売地域 東京、神奈川、千葉、埼玉、茨城、栃木、群馬、山梨、静岡、愛知、岐阜、三重、大阪、兵庫、京都、奈良、
滋賀、和歌山、岡山、広島、山口、福岡、佐賀 

（一部販売していないエリアがあります）

旭化成ホームズグループ売上高 旭化成ホームズグループ売上内訳

8,592億円
（2023 年 3月期）

戸建系
30.9%

集合系
14.1%

その他
2.8%

リフォーム部門
（旭化成リフォーム）
6.3%

その他住宅周辺事業等
0.1%

海外事業部門
23.7%

不動産
関連部門
（旭化成不動産
レジデンス）
22.1%

建築請負部門
（旭化成ホームズ）
47.8%

旭化成ホームズグループ概要
旭化成ホームズは、1972年に設立されて以来、
永く住み継がれる住まいの提供を目指し、
都市部を中心に「HEBEL HAUS」を供給しています。
また、この理念実現のために不可欠な住まいの資産価値向上、
美しい街づくり、豊かな住生活の支援
という視点から多彩な関連事業を展開しています。

社外からの評価
旭化成ホームズグループの活動は、サステナビリティの観点でもさまざまな外部機関から評価されています。

今後もサステナビリティにつながる活動を推進していくことで、社会的責任を果たしていきます。

子育て家族の安心と健康をサポートする『ス
マートクローク・ゲートウェイ』が、特定非営
利活動（NPO）法人キッズデザイン協議会
主催の「第16回キッズデザイン賞」を受賞し
ました。
※キッズデザイン賞は、特定非営利活動法人キッズデザイン
協議会（後援：経済産業省・内閣府・消費者庁）が運営する、
子どもや子どもの産み育てに配慮したすべての製品・サー
ビス・空間・活動・研究を対象とする顕彰制度です。

『スマートクローク・ゲートウェイ』が
キッズデザイン賞を受賞

「第9回ジャパン・レジリエンス・アワード」
において、旭化成ホームズ少額短期保険が
開発した、独自の保険商品「ヘーベル災害
保険」とワンストップのサービス体制により
災害時の安心提供を強化する取り組みが

「最優秀賞」を受賞しました。また旭化成不
動産レジデンスが推進してきた「宮益坂ビ
ルディング」建替え事業が「準グランプリ・
金賞」を受賞しました。

第9回ジャパン・レジリエンス・アワード
「最優秀賞」・「準グランプリ・金賞」受賞（P18）

旭化成ホームズ、センコー株式会社、フジテック
株式会社は、令和4年度物流パートナーシップ
優良事業者表彰の「部門賞」を受賞しました。
国土交通省および経済産業省では、複数事
業者間のパートナーシップにより、物流分野
における環境負荷の低減等に顕著な功績が
あった取り組みに対して、毎年「グリーン物
流パートナーシップ会議」において、表彰を
行っています。

※「グリーン物流パートナーシップ会議」は、杉山武彦一橋大学学長（所属・役職は当時）のも
と、日本ロジスティクスシステム協会、日本物流団体連合会、経済産業省、国土交通省、日本
経済団体連合会（後援）の協力により発足した組織です。

令和４年度物流パートナーシップ
優良事業者表彰「部門賞」を受賞（P40）

旭化成ホームズは、2019年に同制度におけ
る「事業継続および社会貢献」の認証を取
得し、2021年11月に更新しました。内閣官
房国土強靭化推進室が運営する「レジリエ
ンス認証」は、事業継続に関する取り組みを
積極的に行っている企業を国土強靭化団体
として認証する制度です。

レジリエンス認証（P18）
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